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第 1 章 序論 

 

1.1 研究の背景と目的 

 

 現在、技術者と共に新技術の開発、新製品の設計、新生産技術の開発、生産工程の設

計、生産設備の製造条件出し、生産工程の不良低減、現行製品の不良対策まで、ものづ

くりの様々な技術課題の解決に取り組んでいる。取り扱う製品としては、家庭電化製品、

デジタル機器、電気電子部品、生産設備、システム等で多種多様である。そして、取り

扱う技術も、バイオ、ナノ、材料・プロセス、オプトエレメカ、メカトロニクス、信号

処理ソフト、電気電子回路、精密機構、ＥＭＣ設計、熱設計、加工組立調整、検査・計

測等で多岐に亘っている。このように多種多様の製品と多岐に亘る技術について、一人

の技術者が専門知識を深く広く理解し、技術課題を解決することは不可能に近い。 

そこで、品質工学を技術課題の解決において拠り所とした。品質工学は、技術開

発、製品企画、製品設計、生産の全段階に対して、市場で起こる品質問題を予測し、

予防するだけでなく、価格競争にも勝つため、機械部門、電気・電子部門、化学部門

の個別の技術ではなく共通な手法を開発し提供する汎用技術である。品質工学では、

製品や技術をシステムと考え、そのシステムは内部と外部からのノイズに晒されなが

ら入力した信号に応じて特性を出力すると考え、出力特性の安定性を効率的に評価す

ることで最適なシステムを構築することを目指す[1]。 

具体的には、品質工学で定義されている基本機能の概念を活用して製品や技術の技

術課題を設定し、パラメータ設計によって設計パラメータや製造条件を最適化し、

様々な技術課題を解決するという手順を実施する。 

この手順の後半部分であるパラメータ設計では、直交表で計画した実験やシミュレ

ーションを遂行し、実験結果や計算結果から製品や技術の安定性の指標である SN 比

と平均値の指標である感度を計算し、SN 比と感度の夫々について設計パラメータの

要因の大きさを図解する要因効果図を作成することで、誰でも一定の手順に従えば製

品や技術の設計パラメータの最適な組合せを探索することが出来る[2]。ここで、直交

表は、実験やシミュレーションの水準の組合せにおいて、任意の 2 つの因子の水準の

組合せが同数回現れるようなわりつけを定めた表と定義される。安定性の指標である

SN 比は、意図して出力を変化させることが出来る有用な成分である入力信号の効果

の大きさと、意図せず出力を変化させる成分である望ましくない要因の効果の大きさ

との比と定義される。感度は、入力信号の変化が与える出力特性の変化として定義さ

れる。要因効果は、特性値に対する、因子または因子の組合せの影響、主効果と交互

作用の総称であり、要因効果図は要因効果を図示したものと定義される[3]。 
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しかし、この手順の前半部分の技術課題の設定では、基本機能は製品や技術の目的

を実現するための技術手段となる働きであり、製品や技術の設計開発において技術者

が利用しようと考えた物理・化学的な法則、エネルギーの入出力関係と定義される。

しかし、定式化がなされていない[3]。従って、製品や技術の基本機能の設定が技術者

の知見や経験に依存しており、同じような製品や技術について様々な基本機能が設定

されている。例えば、電気回路の基本機能は実効電流と実効電圧の比例関係であるオ

ームの法則と設定する場合があるかと思えば、電気回路への入力信号値の時間変化に

応答する出力特性値の時間変化を設定する場合もあるなどである。そして、これらの

様々に設定された基本機能について、どちらが正しくてどちらが間違っているという

結論を下すことも困難な状況である。 

以上により、品質工学における技術課題の解決の手順において、基本機能の設定が

技術者の知見や経験に依存するということは、前半部分の製品や技術の技術課題を設

定が技術者の知見や経験に依存することに繋がる。その結果、後半部分のパラメータ

設計による設計パラメータや製造条件の最適化において、誰でも一定の手順に従って

製品や技術の設計パラメータの最適な組合せを探索することが出来ても、前半部分の

技術課題を設定が技術者の知見や経験に依存することにより、品質工学における技術

課題の解決が技術者の知見や経験に依存することとなる。 

品質工学における技術課題の解決について、技術者の知見や経験に依存することを

最小限にとどめて効率化する為には、基本機能を技術者の知見や経験に依存すること

なく設定できるようにしなければならない。つまり、基本機能を数理的に基礎付けて

合理的に基本機能を設定し、誰でも一定の手順に従って製品や技術の技術課題を合理

的に設定することが重要である。そして、パラメータ設計による設計パラメータや製

造条件の最適化において、誰でも一定の手順に従って製品や技術の設計パラメータの

最適な組合せを探索することと組み合わせることにより、品質工学における技術課題

の解決を効率化することが出来る。 

また、基本機能を数理的に基礎付けて合理的に基本機能を設定することは、製品や

技術の機能を定式化することに繋がり、従来、設計プロセスの中流段階や下流段階で

ある実体設計や詳細設計において、パラメータ設計を活用して製品や技術の設計パラ

メータや製造条件の目標達成度や安定性の最適化していたが、設計プロセスの上流段

階である目標設定や概念設計において、製品や技術の機能の目標達成度や安定性の最

適化を可能とすることが期待できる。 

本研究における品質工学の基本機能の数理的基礎付けとは、品質工学の基本機能の定

式化を意図している。従って、本研究では、品質工学の基本機能を合理的に定式化する

方法論を提案し、事例研究を通じてその有効性を検証することを目的とする。 
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1.2 本論文の構成 

 

 本論文は以下の内容で構成されている。 

第 1 章では、研究の背景と目的について述べる。 

第 2 章では、代表的な設計方法論で定義されている機能の特徴と課題について述べ

る。ここで、標準的な設計プロセスは、目標設定、概念設計、実体設計、詳細設計で構

成されるものとする。まず、目標設定で製品や技術が実現すべき目標を設定する。次に、

概念設計で製品や技術の機能を設定し、機能を実現する設計解を考案、選択する。次に、

実体設計で設計解の最適化を実現する。そして、詳細設計で最適化した設計解の仕様を

決定する。本研究では、代表的な設計方法論として品質工学、公理的設計、体系的アプ

ローチ、一般設計学、1DCAE を取り上げ、それらの設計方法論で定義されている機能

について特徴と課題を整理し本研究の課題設定をする。また、先行研究との比較により

本研究の位置づけを明らかにする。 

第 3 章では、基本機能を数理的に基礎付けて合理的に基本機能を設定する方法論とし

て、本研究で開発した基本機能の定式化の概要を述べる。まず、本方法論の全体が 4 つ

の Step で構成されることを述べる。次に、各 Step の考え方の概要を夫々述べる。Step1

は回路論の考え方を活用して製品や技術の機能をモデル化するものであり、Step2 は製

品や技術の機能モデルをエネルギーで表現したラグランジュ関数を設定するものであ

り、Step3 は変分原理を活用してラグランジュ方程式を導出するものであり、Step4 は

ラグランジュ方程式を基本機能の表式として設定するものである。次に、製品や技術の

機能を構成する機能要素の基本機能の定式化を述べる。本方法論で考察するラグランジ

ュ関数は運動エネルギーとポテンシャルエネルギーと散逸エネルギーと外力による仕

事で構成されるとしている[4]。ここで、運動エネルギーとポテンシャルエネルギーと散

逸エネルギーの夫々に相当する機能を慣性機能、弾性機能、減衰機能と定義し機能要素

と呼称している。 

第 4 章では、単一システムの基本機能の定式化と事例研究を述べる。単一システムは

一つの技術分野の慣性機能、弾性機能、減衰機能の組合せで構成される製品や技術であ

る。そして、単一システムの事例研究として、スピーカーコーンシステムを取り上げ、

基本機能が導出できることを確認する。 

第 5 章では、複合システムの基本機能の定式化と事例研究と設計プロセスでの適用効

果を述べる。複合システムは複数の技術分野の単一システムの組合せで構成される製品

や技術である。そして、複合システムの事例研究として、音響システム（スピーカーシ

ステム）を取り上げ、基本機能が導出できることを確認する。更に、本方法論を設計プ

ロセスへ適用する事例研究として、音響システム（スピーカーシステム）の設計プロセ

スを取り上げ、その適用効果を確認する。 

第 6 章では、階層システムの基本機能の定式化と事例研究を述べる。階層システムは
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単一システムが下位階層の複数の単一システムの組み合わせに分解出来たり、或いは、

複数の単一システムの組み合わせが上位階層の単一システムに統合出来たりという階

層構造で構成されるシステムである。そして、階層システムの事例研究として、スピー

カーコーンシステムを取り上げ、基本機能が導出できることを確認する。更に、階層シ

ステムの設計プロセスをとり上げ、その適用効果を確認する。 

最後に、第 7 章では、本論文の各章のまとめと、本研究と制御理論やシステム理論と

の関係性を述べて、結論と今後の展開を述べる。 
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第 2 章 設計方法論で定義されている機能の概要と課題 

 

2.1 はじめに 

 

本論文では、標準的な設計プロセスを目標設定、概念設計、実体設計、詳細設計と設

定する。ここで、目標設定とは製品や技術が実現すべき目標を設定する段階である。概

念設計とは製品や技術の機能を設定して、機能を実現する設計解を考案し選択する段階

である。実体設計とは、設計解の最適化を実現する段階である。詳細設計とは最適化し

た設計解の仕様を決定する段階である。代表的な設計方法論として品質工学、公理的設

計、体系的アプローチ、一般設計学、1DCAE を取り上げ、標準的な設計プロセスとの

対応関係を述べる。そして、品質工学、公理的設計、体系的アプローチ、一般設計学、

1DCAE で定義されている機能の特徴と課題を述べる。最後に、それら代表的な設計方

法論で定義されている機能と課題を整理して本研究の課題設定をする。また、機能モデ

ルの概念を論じた先行研究、ラグランジュ方程式を設計に活用した先行研究との比較に

より本研究の位置づけを明らかにする。 

 

2.2 品質工学で定義されている機能と課題 

 

品質工学で定義されている機能について特徴と課題を述べる。品質工学は、Fisher が

農業分野で発明した実験計画法を田口玄一がタグチ式実験計画法として技術分野へ展

開し、更に技術開発の方法論として進化させたものである。1950 年代は実験計画法の

範疇で安定性を評価するタグチ式実験計画法を展開した。1960 年代は安定性の評価指

標である SN 比を創案し計測分野へ応用した。1970 年代は製品や技術の目的特性を得

る為の働きという概念である目的機能を提案し SN 比を計測以外の技術分野へ応用を

開始した。1980 年代は製品や技術の目的機能を実現するための技術的手段となる働き

という概念である基本機能を提案し SN 比を全技術分野へ展開した。1990 年代は製品

設計と生産技術の併行開発（コンカレントエンジニアリング）へ応用を開始した。2000

年代は完全な二段階設計を目指した標準 SN 比を新たに創案し R＆D への応用を開始

し、現在に至っている。 

品質工学は、システム選択、パラメータ設計、許容差設計の 3 つの手段を提供してい

る。システム選択は目的機能を持つ多くの技術的手段の中から、ある技術的手段をシス

テムとして選択することであり、標準的な設計プロセスにおける目標設定、概念設計に

相当する。パラメータ設計は選択システムの中の設計パラメータの最適中心値（水準）

の選択であり、標準的な設計プロセスにおける実体設計に相当する。許容差設計は選択
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システムの中の設計パラメータの最適中心値の前後・大小・長短等の許容差の設計であ

り、標準的な設計プロセスにおける詳細設計に相当する。 

また、品質工学は、基本機能、SN 比、損失関数の 3 つの重要概念を持っている。基

本機能は目的機能を実現するために選択した技術的手段と定義され、システム選択で選

択される製品や技術を構成する技術的手段に相当する。従って、基本機能は、標準的な

設計プロセスの概念設計における製品や技術の機能と、その機能を実現する設計解に相

当する。前章で述べたように、SN 比は製品や技術の特性値の変動のうち、特性値を意

図的に変化させる信号の効果の大きさと、望ましくない変動要因の効果の大きさとの比

である。従って、SN 比は製品や技術の安定性を評価する指標であり、パラメータ設計

において製品や技術の設計パラメータの最適中心値（水準）を選択する指標に相当する。

従って、SN 比は実体設計における設計解を最適化する時の評価指標に相当する。損失

関数は製品や技術の特性値が目標値から外れたときに発生する社会的損失を表現する

関数として定義される。そして、一般に損失関数は目標値で最小となる二次関数で近似

され、許容差設計において選択システムの中の設計パラメータの最適中心値の前後・大

小・長短等に与える許容差の計算式として活用される。従って、損失関数は詳細設計で

最適化した設計解の仕様を決定する時の計算根拠に相当する[3]。 

以上より、品質工学で定義されている基本機能が製品や技術の機能と考えられる。そ

こで、基本機能の特徴と課題を述べる。基本機能は、製品や技術の目的機能を実現する

為の技術的手段となる働きと定義され、製品や技術の設計開発において技術者が利用し

ようと考えた物理・化学的な法則、エネルギーの入出力関係であり、製品や技術への入

力信号と出力特性の理想的な関係を表す理想関数を𝑦 𝛽𝑀という数式で表現している。

ここで、𝑦は出力特性、𝑀は入力信号、𝛽は比例係数であり、入力信号𝑀も出力特性𝑦も

どちらも二乗したとき、エネルギーに比例するデータである。つまり、基本機能の特徴

は、製品や技術へのエネルギーの入力に対する出力の関係を数式で表現しているところ

である。しかし、基本機能は、理想関数𝑦 𝛽𝑀を特徴付ける比例係数𝛽がブラックボッ

クスであり、実験、或いは、シミュレーションを活用して、出力特性𝑦と入力信号𝑀の

実験結果や計算結果から帰納法的、統計的に比例係数𝛽を推定する方法を採用している。

しかも、出力特性𝑦と入力信号𝑀の設定が技術者に任せられている[2]。つまり、基本機

能の課題は、基本機能の設定が技術者の経験と知見等に依存しているところである。そ

の結果、品質工学の目的であるロバスト化や最適化の成否が技術者の経験と知見等に依

存してしまうことである。 

 

2.3 公理的設計で定義されている機能と課題 

 

公理的設計で定義されている機能について特徴と課題を述べる。公理的設計は、Suh

により提唱された設計方法論である。良い設計すべてに共通する要素を考察することに
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よって得られた設計に関する 2 つの公理を提起し、2 つの公理をベクトルや行列を用い

て表現することで、設計を科学的に説明した設計方法論の一つである。2 つの設計公理

とは、独立公理と情報公理である。公理的設計では、製品や技術に求められる機能を要

求機能と呼称している。独立公理は、要求機能が互いに独立している設計を是とする公

理であり、情報公理は、要求機能のばらつきの範囲（システムレンジという）と、シス

テムレンジが設計の許容範囲（デザインレンジ）を満足する範囲（コモンレンジ）の比

で算出される情報量が最小（つまり、成功確率が最も高い）の設計を是とする公理であ

る。まず、1970 年代に 2 つの設計公理が提起された[5][6]。そして、1980 年代に公理

的設計として体系化され、その後の設計方法論に大きな影響を与えつつ、現在に至って

いる。 

公理的設計は、設計プロセスを顧客領域、機能領域、実体領域、プロセス領域の 4 つ

の領域で構成するとしている。顧客領域は顧客が期待する商品、製造プロセス、システ

ム、材料などのニーズ或いは顧客属性で構成され、標準的な設計プロセスにおける製品

や技術が実現すべき目標を設定する目標設定に相当する。機能領域は顧客の要求仕様を

満足する要求機能と制約条件で構成され、標準的な設計プロセスにおける製品や技術の

機能を設定し、機能を実現する設計解を考案し選択する概念設計に相当する。実体領域

は要求機能を満足する設計解で構成され、標準的な設計プロセスにおける設計解の最適

化を実現する実体設計に相当する。プロセス領域は設計解に基づいて記述された製品を

生産する生産条件で構成され、標準的な設計プロセスにおける最適化した設計解の仕様

を決定する詳細設計に相当する。 

顧客領域の要素である顧客属性から機能領域の要素である要求機能、機能領域の要素

である要求機能から実体領域の要素である設計解、実体領域の要素である設計解からプ

ロセス領域の要素である設計パラメータへと、各領域の要素間の順方向の写像と、また、

プロセス領域から実体領域、実体領域から機能領域、機能領域から顧客領域へと、各領

域の要素間の逆方向の写像を、適宜、繰り返し、独立公理と情報公理を満足することに

より設計パラメータを最適化し、製品の性能、耐久性、および信頼性などを改善する。

ここで、各領域の要素間の写像は、各領域の要素ベクトルの関係を行列（設計行列とい

う）で表現した設計方程式で定式化される[7][8]。 

以上より、公理的設計で定義されている要求機能が製品や技術の機能と考えられる。

そこで、要求機能の特徴と課題を述べる。ベクトルで数値化された要求機能は設計行列

を介してベクトル形式で数値化された設計解と設計方程式で関係づけられ、ベクトル形

式で数値化された設計解は設計行列を介してベクトル形式で数値化された設計パラメ

ータと設計方程式で関係づけられる。そして、要求機能と設計解と設計パラメータは独

立公理と情報公理を満足することにより最適化される。つまり、要求機能の特徴は、数

値化されて設計方程式を介して設計解や設計パラメータと関係づけられるところであ

る。そして、要求機能の課題は、要求機能だけでは、製品の性能、耐久性、および信頼
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性などを改善することができないところである。 

 

2.4 体系的アプローチで定義されている機能と課題 

 

体系的アプローチで定義されている機能について特徴と課題を述べる。体系的アプロ

ーチは、製品や技術の設計のための具体的な行動課程であり、設計科学と認知科学、お

よび異なった分野における実経験から知見を導き出し、業務ステップおよび設計フェー

ズと結びついた行動計画で構成される。しかし、直感なくして、本当の成功はあり得な

いという考えのもと、直感的な手段、すなわち設計解全体を漠然と理解する方法をも含

む。そして、設計者の可能性を促進して手引きし、創造性を高め、同時に結果の評価の

必要性を強調する。また、設計プロセスと生産プロセスを合理化する効率的な方法を提

供する。更に、コンピュータに保存された製品モデルを使用した柔軟かつ継続的な設計

プロセスのコンピュータ支援を行う為の前提条件である。まず、1977 年にドイツで提

唱され書籍として出版された。そして、1980 年代にはハンガリー、ポーランド、イギ

リス、中国で翻訳出版された。更に、1990 年代にはフィンランド、日本、韓国に翻訳

出版された。そして、2000 年代にはポルトガル等で翻訳出版され、また、改訂版も出

版される等の世界中に展開がなされ、現在に至っている[9]。 

体系的アプローチは、設計プロセスが目標設定、概念設計、実体設計、詳細設計で構

成されるとする。まず、目標設定で製品や技術が実現すべき目標を設定する。次に、概

念設計で製品や技術の機能を設定して、機能を実現する設計解を考案し選択する。次に、

実体設計で設計解の最適化を実現する。最後に、詳細設計で最適化した設計解の仕様を

決定する。なお、上記の体系的アプローチの概要から、本論文では、標準的な設計プロ

セスとして体系的アプローチの考え方を採用している。 

以上より、体系的アプローチで定義されている、概念設計で設定する製品や技術の機

能が、まさに、製品や技術の機能と考えられる。そこで、概念設計で設定する製品や技

術の機能の特徴と課題を述べる。概念設計で設定される機能は、製品や技術の機能がエ

ネルギーと物質と信号の 3 要素を入力し、それをまた、エネルギーと物質と信号の形で

出力すると考え、複数の機能がエネルギーと物質と信号で接続されると考える。製品や

技術の全体機能は、複数の下位機能の組合せと考えることができ、全体機能は識別可能

な下位機能に分解できる。また、その逆として、下位機能の組み合わせによって全体機

能が構成される。このように、製品や技術の機能が構造を持っていると考える。そして、

機能と設計解の対応関係のカタログデータベースを構築し、所望の機能を実現する設計

解をカタログデータベースから選択する方法を採用している[10][11]。つまり、概念設

計で設定する製品や技術の機能の特徴は、ある役割を果たすことを目的とした製品や技

術に対して、エネルギーと物質と信号の入出力の相互関係としているところである。そ

して、概念設計で設定される製品や技術の機能の課題は、数値化や定式化がされておら
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ず、それだけでは製品の性能、耐久性、および信頼性などを改善することができないと

ころである。 

 

2.5 一般設計学で定義されている機能と課題 

 

一般設計学で定義されている機能について特徴と課題を述べる。一般設計学は、機械

設計などの様々な設計領域に共通する、設計や設計行為における一般的な法則を明らか

にする目的で提案された設計方法論である。まず、1979 年から提案された。1980 年代

に集中的に研究が展開され、設計を数学的に説明する代表的な方法論として位置づけら

れて、現在に至っている[12]。 

一般設計学では、設計の一般法則を解析するための方策として、機能解剖と機械解剖、

設計実験、公理論的設計学、公理論的設計過程の 4 つがあるとしている。そして、これ

ら 4 つの方策は、設計の対象軸と設計の手法軸の 2 軸に整理でき、設計の対象軸は静的

構造と動的構造に整理でき、設計の手法軸は帰納的手法と演繹的手法に整理できる。機

能解剖と機械解剖は静的構造の帰納的手法であり、設計実験は動的構造の帰納的手法で

あり、公理論的設計学は静的構造の演繹的手法であり、公理論的設計過程は動的構造の

演繹的手法である。機能解剖と機械解剖は、設計に先立って要求される機能と設計解と

しての機械の双方を分析し、それらの対応関係を把握することで設計過程を明らかにす

る方策である[13]。設計実験は、実際に設計者が設計を行う過程を観察することによっ

て、その背後に潜む設計の一般法則を明らかにする方策である。公理論的設計学と公理

論的設計過程は、人間の知識や概念について十分に認められる性質を仮説あるいは法則

として設定し、それから演繹によって、設計において必要な概念の構造や設計過程につ

いての知見を定理として導出することで設計過程を明らかにする方策である[14]。設計

過程は、目標設定、概念設計、実体設計、詳細設計という標準的な設計プロセス構成を

想定できる。 

公理論的設計学と公理論的設計過程では、設計は一般に、要素から設計解を導出する

為の、人間がもつ知識や概念の操作であるとされる。この概念操作を公理論的集合論に

よって記述する。まず、人間として考えうる実体（人工物）の集合を実体概念集合とす

る。実体がその機能的側面によって分類された集合を機能概念集合とよび、その物理的

属性によって分類された集合を属性概念集合とよぶ。これらの概念を用いて表現すると、

設計は機能概念集合の要素から属性概念集合の要素への写像と定義される。設計におい

て、この写像が成立するためには、人間が全ての実体概念に対する知識を有している必

要があるが、現実の設計では、人間が実体概念に対する全ての知識を有していることは

考えられないため、現実は人間が有する不十分な知識（現実的知識）の範囲で設計が可

能となる必要がある。そこで、機能概念集合と属性概念集合の間に、物理現象に関する

知識によって形成される集合と、ごく単純な属性に対する機能である機能素によって形
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成される機能素集合を新たに導入する。これにより、人間が物理現象に関する知識と機

能素に関する知識を現実的知識として有していれば、これらの集合間の写像が成立し、

設計が可能となる。他方、機械を、入力としてエネルギー、物質、情報を受け取り、こ

れに変換を施してエネルギー、物質、情報を出力するものとして定義する。そして、機

械への入力としてのエネルギー、物質、情報と、機械からの出力としてのエネルギー、

物質、情報との比が無次元数となる時に、これをパイナンバと命名した機能の表式法を

提案している[15]。 

以上より、一般設計学で定義されている、要求仕様に対応する機能概念集合の要素で、

現実の設計を可能とする為に、機能概念集合と属性概念集合の間に導入された現実的知

識である機能素が、製品や技術の機能と考えられる。そこで、機能素の特徴と課題を述

べる。機能素は機械への入力としてのエネルギー、物質、情報と、機械からの出力とし

てのエネルギー、物質、情報との比が無次元数となる時に、これをパイナンバと命名し

た機能の表式法を提案している。つまり、機能素の特徴は、機械への入力としてのエネ

ルギー、物質、情報と、機械からの出力としてのエネルギー、物質、情報との比が無次

元数となるパイナンバと命名した機能の表式法が存在しているところである。しかし、

パイナンバは、あくまでも表式的な意味でしかなく計算に使うことが出来ない。つまり、

定式化されていないことである。つまり、機能素の課題は、パイナンバという表式は存

在するが、定式化されておらず、製品の性能、耐久性、および信頼性などを改善するこ

とができないところである。 

 

2.6 1DCAE で定義されている機能と課題 

 

1DCAE の機能について特徴と課題を述べる。1DCAE は、物事の本質を的確に捉え

見通しの良い形式でシンプルに表現することにより、設計の上流段階から適用可能な設

計支援の考え方、手法、ツールを総称する考え方と方法論で、ハード、ソフトに関わら

ず対象とする技術や製品の全体をもれなく記述し、設計パラメータの探索を可能とする

環境を構築することを目指している。2012 年に提案され、1DCAE という言葉はかな

り普及していると考えている[16][17][18]。 

1DCAEを活用した設計プロセスは、1DCAE単独ではなく 2DCAEや 3DCAE／CAD

と組み合わせて構成される。製品や技術が実現する目標を設定し、1DCAE で機能を考

案、検討し、機能を実現する設計解を考案し選択する。2DCAE や 3DCAE／CAD で設

計解の具体的な形や寸法の最適な特性値を見出し、仕様を決定する。1DCAE では、既

知の様々な物理、化学等の方程式や回路論等を活用して作成された物理モデルや制御モ

デルのシミュレーション計算部品を整備し、それらシミュレーション計算部品を組み合

わせた製品モデルで簡易にシミュレーションを実行して製品や技術の機能を考案し検

討する。 
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以上より、1DCAE で定義されている製品や技術のモデル部品が、製品や技術の機能

と考えられる。そこで、モデル部品の特徴と課題を述べる。モデル部品は、既知の様々

な物理、化学等の方程式や回路論等を活用して作成された物理モデル（プラントモデル）

や制御モデルなどのシミュレーション計算部品である。つまり、モデル部品の特徴は、

シミュレーション計算に直ぐに活用できる部品として整備されているところである。し

かし、1DCAE で新しい製品や技術を考案、検討するには、既存モデル部品を組み合わ

せたりすることにより、新しい製品や技術の擬似的なモデル部品として代用する等が考

えられる。つまり、モデル部品の課題は、既存の部品で表し難い新機能を、見通し良く

合理的に定式化する手順を提示しておらず、新しい製品や技術の機能を表すモデル部品

を新たに作成することが難しいとことである。 

 

2.7 まとめ 

 

代表的な設計方法論として、品質工学、公理的設計、体系的アプローチ、一般設計学、

1DCAE を取り上げて、それらの設計方法論で定義されている機能の特徴と課題を述べ

てきた。品質工学、公理的設計、体系的アプローチ、一般設計学、1DCAE で定義され

ている機能の特徴と課題を整理するとともに、先行研究と比較をすることで、本研究の

位置づけを述べる。 

品質工学で定義されている基本機能は、製品や技術の設計開発において製品や技術の

目的機能を実現する為の技術的手段となる働きと定義され、技術者が利用しようと考え

た物理・化学的な法則、エネルギーの入出力関係であり、製品や技術への出力特性𝑦と

入力信号𝑀の理想的な関係を表す理想関数𝑦 𝛽𝑀という数式で表現しているところで

あった。しかし、出力特性𝑦と入力信号𝑀の設定が技術者の知見と経験に任せられてお

り、実験、或いは、シミュレーションを活用して帰納法的、統計的に比例係数𝛽を推定

する必要があった。従って、品質工学の目的であるロバスト化や最適化の成否が技術者

の経験と知見等に依存してしまうという課題があった。 

公理的設計で定義されている要求機能は、数値化されて設計方程式を介して設計解や

設計パラメータと関係づけられていた。従って、要求機能だけでは、製品の性能、耐久

性、および信頼性などを改善することができないという課題があった。 

体系的アプローチで定義されている、概念設計で設定する製品や技術の機能は、製品

や技術の機能がエネルギーと物質と信号の 3 要素を入力し、それをまた、エネルギーと

物質と信号の形で出力するものであった。そして、複数の機能がエネルギーと物質と信

号で接続されるとされた。製品や技術の全体機能は、複数の下位機能の組合せと考える

ことができ、全体機能は識別可能な下位機能に分解できた。また、その逆として、下位

機能の組み合わせによって全体機能が構成された。つまり、製品や技術は機能の構造を

持っているとされた。そして、所望の機能を実現する設計解をカタログデータベースか
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ら選択することで、製品の性能、耐久性、および信頼性などを改善する必要があった。

従って、概念設計で設定される機能だけでは、製品の性能、耐久性、および信頼性など

を改善することができないという課題があった。 

一般設計学で定義されている機能素は、機械への入力としてのエネルギー、物質、情

報と、機械からの出力としてのエネルギー、物質、情報との比を考え、その無次元数と

なる比をパイナンバと命名した表式法を提案していた。しかし、パイナンバは、あくま

でも表式的な意味しかなく定式化されていなかった。従って、機能素、パイナンバだけ

では、製品の性能、耐久性、および信頼性などを改善することができないという課題が

あった。 

1DCAE で定義されているモデル部品は、既知の様々な物理、化学等の方程式や回路

論等を活用して作成された物理モデルや制御モデルなどのシミュレーション計算部品

として整備されていた。しかし、既存のモデル部品で表し難い新機能を、見通し良く合

理的に定式化する手順を提示しておらず、新しい製品や技術の機能を表すモデル部品を

新たに作成することが難しいという課題があった。 

以上より、本研究は、従来の代表的な設計方法論で定義されている様々な機能の特徴

を活かし課題を解決し、製品や技術の機能を用いて、製品の性能、耐久性、および信頼

性などの改善を可能とすることを目指し、機能を数理的に基礎付け定式化する方法論を

構築することを目的と設定した。 

機能の数理的基礎付けや定式化という視点で代表的な設計方法論を概観すると、唯一、

品質工学で定義されている基本機能がｙ＝𝛽𝑀という数式で表現されていた。なお、一

般設計学の機能素はパイナンバという表式を持っているが計算可能な定式化ではなか

った。 

機能の概念の共通性という視点で代表的な設計方法論を概観すると、品質工学の基本

機能は、製品や技術の設計開発において技術者が利用しようと考えた物理・化学的な法

則、エネルギーの入出力関係と考えられていた。体系的アプローチで定義されている概

念設計で設定される機能は、エネルギーと物質と信号の入力と、エネルギーと物質と信

号の出力の関係と考えられていた。一般設計学で定義されている機能素は、機械への入

力としてのエネルギー、物質、情報と、機械からの出力としてのエネルギー、物質、情

報の比であるパイナンバという表式を持っていた。1DCAEのモデル部品は、既知の様々

な物理、化学等の方程式等を部品として整備されていた。これらから、製品や技術の機

能は、エネルギーの入出力と物理・化学法則と密接に関係していることが判った。 

そこで、本研究では、製品や技術の設計開発において技術者が利用しようと考えた物

理・化学的な法則、エネルギーの入出力関係と定義される品質工学の基本機能を対象と

して、基本機能を表現している𝑦 𝛽𝑀という数式の数理的な基礎を付けする事、つま

り、品質工学の基本機能を合理的に定式化する方法論を構築することを目的とした。 
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 本研究を進めるにあたり、製品や技術の機能に着目したモデル化と数式化について

先行研究を調査した。 

長松らは、力学法則を電磁気学の法則との対比から再構成し[19]、力学と電磁気学

の状態変数（力学：力、速度等、電磁気学：電流、電圧等）、特性（力学：質量、弾性

等、電磁気学：電気容量、インダクタンス等）、法則・規定（力学：ニュートンの法

則、フックの法則等、電磁気学：電気容量の性質、電磁誘導の法則等）、エネルギー

（力学：運動エネルギー等、電磁気学：静電エネルギー、電磁エネルギー）の新しい

相似則（アナロジー）を考案し[20]、力学と電磁気学を統一的に表すことの出来る機

能モデルを構成する物理機能線図を提案する。物理機能線図を構成する部品には、状

態変数、特性等の諸々の物理量に加えて演算子等の諸々の関数を整備し、独自の記号

を定義している。これらの記号を回路論のキルヒホッフの電流則と電圧則に従って直

列、並列に接続することで製品の機能モデルを構成するので、製品の機能モデルを一

定の手順に従って構成することが出来る。しかも、これらの記号を数式と対応づけて

おり機能モデルから自動的に製品の機能を表す方程式を設定することが出来る

[21][22][23]。 

しかし、製品の機能モデルを作成するにあたり、キルヒホッフの電流則と電圧則を

満足するように、これらの物理量と演算子を表す記号を的確に接続するには、製品の

機能と技術手段についての十分な知識が必要であり、製品の機能や技術手段が明確に

定まらない概念設計のような設計プロセスの上流段階では、的確な機能モデルを構成

することが難しい。 

また、国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合研究開発機構は、高集積・複

合 MEMS 製造技術開発プロジェクトでは、MEMS の 3DCAD モデルからラグランジ

ュ関数を構成し、ラグランジュ関数から MEMS の動作を表す方程式を導出し、方程

式から回路合成の方法を活用して等価回路を導出する手順を提案している [24]。 

しかし、あくまでも MEMS 設計専用の方法論であり、様々な機能と技術手段で構

成される製品に適用することが出来ない。そして、そもそも、最初に製品構造に関す

る知識と情報が必要であり、製品の機能や技術手段が明確に定まらない概念設計のよ

うな設計プロセスの上流段階では、的確な機能モデルを構成し定式化することが難し

い。 

本研究は、様々な機能や技術手段で構成される製品に適用出来る汎用性を有し、更

に、製品の機能や技術手段が明確に定まらない概念設計のような設計プロセスの上流

段階や、既存製品の改造設計においても、改造する部品・機能について機能や技術手

段が明確に定まらない場合でも、的確な機能モデルを構成し機能を定式化することが

出来る方法論を開発することを目指した。 
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第 3 章 基本機能の定式化の概要 

 

3.1 はじめに 

 

品質工学の基本機能の数理的基礎付けによる定式化の全体構成を述べる。前章におい

て、製品や技術の機能がエネルギーの入出力と物理・化学法則と密接に関係しているこ

とを確認した。そして、代表的な設計方法論で定義されている製品や技術の機能の中で、

品質工学で定義されている基本機能のみが理想関数𝑦 𝛽𝑀という数式で表現されてい

ることを確認した。ここで、𝑦は出力特性、𝑀は入力信号、𝛽は比例係数であり、入力信

号𝑀も出力特性yもどちらも二乗したとき、エネルギーに比例するとしている。 

そこで、品質工学の基本機能の数理的基礎付けによる定式化にあたり、次の３つの要

請を設定した。 

一つ目の要請は、製品や技術の設計開発において技術者が利用しようと考えた物理・

化学的な法則、エネルギーの入出力関係であるという基本機能の定義を満足することで

ある。 

二つ目の要請は、様々な製品や技術に適用できる汎用性を満足することである。 

三つ目の要請は、𝑦 𝛽𝑀という基本機能の理想関数として定式化することである。 

本方法論は 4 つの Step で構成される。 

Step1：製品や技術の機能モデルの設定［回路論］ 

回路論に基づき、製品や技術の機能を表す機能モデルを設定する。 

Step2：機能モデルのラグランジュ関数を設定［エネルギー描像］ 

機能モデルのラグランジュ関数を設定する。 

Step3：ラグランジュ方程式を導出［変分原理］ 

機能モデルのラグランジュ関数から変分原理でラグランジュ方程式を導出する。 

Step4：基本機能（理想関数）の導出 

製品や技術の機能の入力信号と出力特性とラグランジュ方程式との対応関係から基

本機能の理想関数を導出する。 

ここで、Step1 は、製品や技術の機能モデルの設定であり、様々な製品や技術に適用

できる汎用性を満足するという二つ目の要請を実現するものである。Step2 は、製品や

技術の機能モデルのエネルギー描像としてのラグランジュ関数の設定であり、Step 3 は、

ラグランジュ関数の変分原理によるラグランジュ方程式の導出であり、Step2 と Step3

で、製品や技術の設計開発において技術者が利用しようと考えた物理・化学的な法則、

エネルギーの入出力関係であるという基本機能の定義を満足するという 1 つ目の要請

を実現するものである[25][26]。Step4 は、ラグランジュ方程式から基本機能を導出し、

𝑦 𝛽𝑀という基本機能の理想関数として定式化するという三つ目の要請を実現するも
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のである。 

なお、製品や技術の設計開発において技術者が利用しようと考えた物理・化学的な法

則、エネルギーの入出力関係であるという基本機能の定義を満足することであるという

要請１から、本方法論は、物理・化学的な法則に従って設計製造される製品、つまり、

機械、電気、熱、光、化学という技術分野で構成される製品を対象とする。 

 

3.2 製品や技術の機能モデルの設定［回路論］ 

 

Step1 の、製品や技術の機能モデルの設定の概要を述べる。回路論の考え方を活用し

て、様々な製品や技術に適用できる汎用性を満足するという二つ目の要請を実現するも

のである。 

表 3.2.1 に示すように、回路論では、質量、バネ、ダンパーの 3 つの機械的要素と、

コイル、静電容量、電気抵抗の 3 つの受動的電気要素との間の対応関係がよく知られて

いる[27]。更に、これらの機械的要素および電気的要素に対応する 3 つの機能要素を定

義する。ここで、慣性𝛭、弾性𝛫、減衰𝛬を機能要素と定義する。慣性機能：慣性係数𝛭

は、機械系の質量𝑚と電気系のコイル𝐿に対応する機能要素として、弾性機能：弾性係

数𝛫は、機械系のバネ定数𝑘と電気系の電気容量１ 𝐶⁄ に対応する機能要素として、減衰

機能：減衰係数𝛬は、機械系のダンパー𝑟と電気系の電気抵抗𝑅に対応する機能要素とし

て定義する。機能記号は、慣性、弾性、減衰の機能を直感的に理解しやすいと考えて、

電気系システムの回路素子記号を採用している。ここでは、機能要素は機械系と電気系

との対応関係を例示しているが、電気系と機械系だけでなく、例えば、熱、光、化学な

どの様々な技術分野で成立することができるとする。そして、様々な製品や技術の機能

は、これら３つの機能要素の組み合わせで表すことが出来るとする。 

 

 

回路論では、電圧と力を対応づけるインピーダンス法や電圧と速度を対応づけるモビ

リティ法等、状態変数について機械系システムと電気系システムの対応関係が良く知ら

れている[28][29]。ここでは、図 3.2.2 のように、機械系システムの状態変数である座

標・変位、速度、力と、電気系システムの状態変数である電荷、電流、起電力・電圧と

の直感的な対応関係（アナロジー）を設定している。𝑞は一般化座標、𝑥は座標、変位、

表 3.2.1 機能要素の特性係数 

機能要素 機能記号 特性係数 

  機械系システム 電気系システム 

慣性 𝛭  質量 𝑚 コイル 𝐿 

弾性 𝛫  バネ定数 𝑘 電気容量 １ 𝐶⁄  

減衰 𝛬  ダンパー 𝑟 電気抵抗 𝑅 
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𝑄は電荷、𝑞は一般化速度、𝑥, 𝑣は速度、𝐼は電流、𝑓は一般化力、𝐹は力、𝐸は起電力・電

圧である。ここでは、状態変数は機械系と電気系との対応関係を例示しているが、電気

系と機械系だけでなく、熱、光、化学などの様々な技術分野で成立することができると

する。 

 

 

3.3 機能モデルのラグランジュ関数を設定［エネルギー描像］ 

 

Step2 の、製品や技術の機能モデルに対応するエネルギー描像としてのラグランジュ

関数の設定の概要を述べる。製品や技術の設計開発において技術者が利用しようと考え

た物理・化学的な法則、エネルギーの入出力関係である基本機能の定義を満足するとい

う一つ目の要請を実現するものである。 

回路論では、質量、バネ、ダンパーの 3 つの機械的要素と、コイル、電気容量、電気

抵抗の 3 つの受動的電気要素との間の対応関係と同様に、3 つの機械的要素および電気

的要素のエネルギー間の対応関係がよく知られている。表 3.3.1 に示すように、機械系

のエネルギーと電気系のエネルギーとの対応関係を拡張し、3 つの機能要素のエネルギ

ーを定義する。慣性機能のエネルギーは運動エネルギーに対応し、弾性機能のエネルギ

ーはポテンシャルエネルギーに対応し、減衰機能のエネルギーは散逸エネルギーに対応

するとする。表 3.3.1 では、𝑀は慣性係数、𝛫は弾性係数、𝛬は減衰係数、ｍは質量、𝑘

はバネ定数、ｒはダンパー、𝐿はコイル、１ 𝐶⁄ は電気容量、𝑅は電気抵抗で、𝑞は一般化

座標、𝑥は座標、変位、𝑄は電荷、𝑞は一般化速度、𝑥は速度、𝐼は電流である。 

他方、着目するシステムのエネルギーを論ずる時、システム内の運動エネルギーとポ

テンシャルエネルギーとシステムから散逸する散逸エネルギーとシステムの外界から

システムに作用する外力を用いてラグランジュ関数を過不足なく表現することができ

ることを知っている。そこで、製品や技術の機能モデルのエネルギー描像として運動エ

ネルギー、ポテンシャルエネルギー、散逸エネルギー、および、システムの外界からの

外力を用いてラグランジュ関数を表すことを考える。 

製品や技術の機能モデルのラグランジュ関数ℒは、 

ℒ 𝑇－𝑈 ＋𝐷－𝑓･𝑞
1
2

𝛭𝑞 －
1
2

𝐾𝑞 ＋
1
2

𝛬𝑞 －𝑓･𝑞 (3.3.1) 

 

表 3.2.2 状態変数 

システム 座標 速度 力 

一般システム 𝑞 𝑞 𝑓 

機械系システム 𝑥 𝑥, 𝑣 𝐹 

電気系システム 𝑄 𝐼 𝐸 
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ここで、𝑇は運動エネルギー、𝑈はポテンシャルエネルギー、𝐷は散逸エネルギー、𝑓

は一般化外力、𝑞は一般化座標、𝑞は一般化速度である。括弧で囲まれた第 1 項は、運動

エネルギーとシステム内のポテンシャルエネルギーとの間の差分である運動ポテンシ

ャルを表している。第 2 項はシステムから散逸するエネルギーを表している。第 3 項は

システムの外界からの外力による仕事エネルギーを表している。 

 様々な製品や技術の機能モデルのエネルギー描像としてラグランジュ関数で表すこ

とができるという事実から、製品や技術の機能モデルは慣性機能と弾性機能と減衰機能

の３つの機能要素の組み合わせで過不足なく表すことが出来ることを意味している

[30]。 

 

3.4 ラグランジュ方程式を導出［変分原理］ 

 

Step3 の、製品や技術のラグランジュ方程式の導出の概要を述べる。変分原理を活用

して、製品や技術の設計開発において技術者が利用しようと考えた物理・化学的な法則、

エネルギーの入出力関係であるという基本機能の定義を満足するという二つ目の要請

を実現するものである。 

物理学や工学の多くの基礎方程式が、エネルギーについての変分原理から導かれるこ

とが知られている。この事実が、変分原理を活用することが、製品や技術の設計開発に

おいて技術者が利用しようと考えた物理・化学的な法則、エネルギーの入出力関係であ

るという基本機能の定義を満足できるという根拠の一つを示している。実際に、変分原

理から導かれる方程式は、例えば、古典力学では、ニュートン運動方程式、振動方程式、

質点系の方程式、流体力学の方程式など、電気磁気学では、マクスウェル方程式など、

古典統計力学では、熱伝導方程式、拡散方程式など、量子力学では、シュレーディンガ

ー方程式、ディラック方程式、ハイゼンベルク方程式など、量子統計力学では、ブロッ

表 3.3.1 機能要素のエネルギー関数 

エネルギー 

項目 

エネルギー描像 

機能要素 
特性係数 

機械系システム 電気系システム 

運動 

エネルギー 
慣性 

1
2

𝛭𝑞  質量 
1
2

𝑚𝑥  コイル 
1
2

𝐿𝐼  

ポテンシャル 

エネルギー 
弾性 

1
2

𝛫𝑞  バネ定数 
1
2

𝑘𝑥  電気容量 
1

2𝐶
𝑄  

散逸 

エネルギー 
減衰 

1
2

𝛬𝑞  ダンパー 
1
2

𝑟𝑥  電気抵抗 
1
2

𝑅𝐼  
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ホ方程式など、場の量子論では、朝永・シュインガー方程式、シュインガー・ダイソン

方程式、くりこみ方程式など、一般相対論では、アインシュタイン方程式等のように多

岐に亘っている[31][32]。 

そこで、Step2 で設定したラグランジュ関数から変分原理によりラグランジュ方程式

を導出する。ラグランジュ関数ℒの変分原理は、 

𝛿ℒ𝑑𝑡 𝛿 𝑇－𝑈 ＋𝐷－𝑓･𝑞 𝑑𝑡 0 (3.4.1) 

ここで、𝛿𝐷は 

𝛿𝐷＝
𝜕𝐷
𝜕𝑞

 𝛿𝑞 (3.4.2) 

であるので、ラグランジュ方程式は次のように書かれる。 

𝑑
𝑑𝑡

𝜕ℒ
𝜕𝑞

𝜕ℒ
𝜕𝑞

𝜕𝐷
𝜕𝑞

𝑓 0 (3.4.3) 

機能要素に対応するエネルギー関数を(3.4.3)に代入するとラグランジュ方程式は次の

ように書かれる。 

𝑑
𝑑𝑡

𝜕
𝜕𝑞

1
2

𝛭𝑞
𝜕

𝜕𝑞
1
2

𝐾𝑞
𝜕

𝜕𝑞
1
2

𝛬𝑞 𝑓 0 (3.4.4) 

  

となる。(3.4.4)を変形すると、 

𝛭𝑞 𝐾𝑞 𝛬𝑞 𝑓 0 (3.4.5) 

となる。 

 

3.5 基本機能（理想関数）の導出 

 

Step4 の、ラグランジュ方程式から基本機能の理想関数の定式化の概要を述べる。 

𝑦 𝛽𝑀という基本機能の理想関数として定式化するという三つ目の要請を実現する

ものである。 

Step2 と Step3 で導かれたラグランジュ方程式を基本機能の理想関数𝑦 𝛽𝑀に対応

付ける。ここで、任意の状態を表す変数は直交展開できるので、状態を表す変数につい

て、一般化速度は𝑞 𝑡 𝑞𝑒 、一般化外力は𝑓 𝑡 𝑓𝑒 と直交展開してラグランジュ

方程式(3.4.5)に代入すると、 

𝑖𝑤𝛭
1

𝑖𝑤
𝛫 𝛬 𝑞 𝑡 𝑓 𝑡  (3.5.1) 

となり、(3.5.1)を変形すると、 

𝑞 𝑡 ≡ 𝑓 𝑡 𝑖𝑤𝛭
1

𝑖𝑤
𝛫 𝛬  (3.5.2) 
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ここで、 

𝑀 ≡ 𝑓 𝑡  (3.5.3) 

を入力信号、 

𝑦 ≡ 𝑞 𝑡  (3.5.4) 

を出力特性、 

𝛽 ≡ 1/ 𝑖𝑤𝛭
1

𝑖𝑤
𝛫 𝛬  (3.5.5) 

とすると、 

𝑦 𝛽𝑀 (3.5.6) 

となる。このように、製品や技術を表す非因果関係式のラグランジュ方程式において、

製品や技術への入力信号𝑀と出力特性𝑦とを明確に定義して、そして、比例係数𝛽を割り

付けることで、因果関係式の基本機能の理想関数を導出する。ここで重要なことは、理

想関数の比例係数𝛽を導出することのみならず、入力信号𝑀と出力特性𝑦を明示すること

である。本研究では、製品や技術の基本機能を機能方程式とも呼ぶこととする。 

 

3.6 機能要素の基本機能の導出 

 

 製品や技術の機能を構成する 3 つの機能要素である慣性機能と弾性機能と減衰機能

について夫々の基本機能を導出する。 

まず、機能要素の一つである慣性機能の基本機能を導出する。質量に外力が働き速度

が変化するシステムを例として述べる。機械系の回路解析における質量𝑚の回路図の作

図法に従って[33]、図 3.6.1 に質量𝑚が外力𝑓により速度𝑣 となる様子を図解する。こ

こで、質量𝑚は端子〇と線分で連結されているとする。𝑣 は固定面の速度であるので、

𝑣 0である。そして、外力𝑓以外に重力や抵抗等の影響を受けないとする。そこで、質

量𝑚と端子〇を連結する線分が管（パイプ状）と非接触で指示され、水平方向のみの座

標・位置の変化が可能であるとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.6.1 質量に外力が働くシステム概要 
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Step1：慣性機能の機能モデルを設定する。 

質量に外力が働き速度が変化するシステムについて、表 3.2.1 の機能要素の特性係数

より、図 3.6.2 に示すように慣性機能の機能記号を採用して機能モデルを設定する。今

回は、機械系システムであるので、表 3.2.1 の慣性機能の質量𝑚を機能記号に付与する。

機能記号の入力に外力𝑓を付与し、出力に速度𝑣 を付与すると、図 3.6.2 のような慣性

機能の機能モデルとなる。 

 

 

 

 

 

 

図 3.6.2 慣性機能の機能モデル 

 

Step2：慣性機能のラグランシュ関数を設定する。 

運動エネルギーは、質量𝑚が速度𝑣 であるので、 

𝑇
1
2

𝑚𝑣  (3.6.1) 

ポテンシャルエネルギーは、垂直方向の重力基準で変位が 0 であるので、 

𝑈＝0 (3.6.2) 

散逸エネルギーは、粘性抵抗を持たないので、 

𝐷 0 (3.6.3) 

となる。 

外界からの外力𝑓によるエネルギーは 

𝑊 𝑓･𝑥 (3.6.4) 

ここで、𝑥は変位とする。 

これらのエネルギー関数を用いて、ラグランジュ関数ℒは、 

ℒ 𝑇 𝑈 𝐷 𝑊
1
2

𝑚𝑣 －0 0－𝑓･𝑥
1
2

𝑚𝑣 －𝑓･𝑥 (3.6.5) 

となる。 

 

Step3：変分原理により慣性機能のラグランジュ方程式を導出する。 

外界から外力𝑓が印加されている場合の変分原理は、 

𝛿ℒ𝑑𝑡 𝛿
1
2

𝑚𝑣 －𝑓･𝑥 𝑑𝑡 0 (3.6.6) 
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ラグランジュ方程式は 

𝑑
𝑑𝑡

𝜕
𝜕𝑣

1
2

𝑚𝑣 𝑓 0 (3.6.7) 

となり、 

𝑚𝑎 𝑓 (3.6.8) 

ニュートンの運動方程式となる。ここで、𝑎 は加速度である。 

 

Step4：慣性機能の基本機能を導出する。 

ラグランジュ方程式から導出したニュートンの運動法則において、質量𝑚の逆数1 𝑚⁄

を𝛽、外力𝑓を入力信号𝑀、加速度𝑎 を出力特性𝑦とすると、 

𝑦 𝛽𝑀 (3.6.9) 

となり、慣性機能の基本機能と言われているニュートンの運動方程式を導出できること

が確認できる。 

 なお、品質工学では、例えば、加速度𝑎が一定であることが理想であれば、速度𝑣は 

𝑣 𝑎𝑡 (3.6.10) 

で表される。ここで、𝑡は時間である。また、その時の変位𝑥は、 

𝑥
1
2

𝑎𝑡  (3.6.11) 

で表される。この場合、時間を信号として、変位の平方根を出力特性として、 

𝑥 𝑦 (3.6.12) 

1/2 𝑎 𝛽 (3.6.13) 

𝑡 𝑀 (3.6.14) 

と設定し、基本機能の理想関数を 

𝑦 𝛽𝑀 (3.6.15) 

として、実際の測定・計測器等により評価をしている[31]。品質工学では、入力信号𝑀

と出力特性𝑦について実際に評価が出来ることが重要となる。 

次に、機能要素の一つである弾性機能の基本機能を導く。バネに外力が働き座標が変

化するシステムを例として述べる。図 3.6.3 にバネ定数𝑘に外力𝑓が働き変位𝑥 となる

様子を図解する。機械系の回路解析におけるバネ定数𝑘の回路図の作図法に従って[33]、

図 3.6.3 にバネ定数𝑘が外力𝑓により変位𝑥 となる様子を図解する。ここで、バネ定数𝑘

は左側の端子〇と右側の端子〇の間で外力𝑓が作用し、左端子の座標𝑥 と右端子の座標

𝑥 との変位𝑥 となる。 
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図 3.6.3 バネに外力が働くシステム概要 

 

Step1：弾性機能の機能モデルを設定する。 

バネに外力が働き変位が変化するシステムについて、表 3.2.1 の機能要素の特性係数

より、図 3.6.4 に示すように弾性機能の機能モデルを設定する。今回は、機械系システ

ムであるので、表 3.2.1 の弾性機能のバネ定数𝑘を機能記号に付与する。機能記号の入

力に外力𝑓を付与し、出力に変位𝑥 を付与すると、図 3.6.4 のような弾性機能の機能モ

デルとなる。 

 

 

 

 

 

 

図 3.6.4 弾性機能の機能モデル 

 

Step2：弾性機能のラグランシュ関数を設定する。 

運動エネルギーは、バネの重心速度が 0 であるので、 

𝑇 0 (3.6.16) 

ポテンシャルエネルギーは、外力𝑓が与えられた時の変位が𝑥  であるので、 

𝑈＝
1
2

𝑘𝑥  (3.6.17) 

散逸エネルギーは、粘性抵抗を持たないので、 

𝐷 0 (3.6.18) 

となる。 

外界からの外力𝑓によるエネルギーは、 
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𝑊 𝑓･𝑥 (3.6.19) 

ここで、𝑥は変位とする。 

これらのエネルギー関数を用いて、ラグランジュ関数ℒは、 

ℒ 𝑇 𝑈 𝐷 𝑊 0
1
2

𝑘𝑥 0－𝑓･𝑥
1
2

𝑘𝑥 －𝑓･𝑥 (3.6.20) 

となる。 

 

Step3：変分原理により弾性機能のラグランジュ方程式を導出する。 

外界から外力𝑓が印加されている場合の変分原理は、 

𝛿ℒ𝑑𝑡 𝛿
1
2

𝑘𝑥 －𝑓･𝑥 𝑑𝑡 0 (3.6.21) 

ラグランジュ方程式は 

𝜕
𝜕𝑥

1
2

𝑘𝑥 𝑓 0 (3.6.22) 

となり、 

𝑘𝑥 𝑓 (3.6.23) 

フックの法則となる。 

 

Step4：弾性機能の基本機能を導出する。 

ラグランジュ方程式から導出したフックの法則において、バネ定数𝑘の逆数1 𝑘⁄ を

𝛽、外力𝑓を入力信号𝑀、変位𝑥 を出力特性𝑦とすると、 

𝑦 𝛽𝑀 (3.6.24) 

となり、品質工学で弾性機能の基本機能と言われているフックの法則を導出できること

が確認できる。 

最後に、機能要素の一つである減衰機能の基本機能を導出する。ダンパーに外力が働

き速度が変化するシステムを例として述べる。図 3.6.5 にダンパー：粘性係数𝑟のが外

力𝑓により速度𝑣 となる様子を図解する。機械系の回路解析におけるダンパー：粘性係

数𝑟の回路図の作図法に従って[33]、図 3.6.5 にダンパー：粘性係数𝑟が外力𝑓により速度

𝑣 となる様子を図解する。ここで、ダンパー：粘性係数𝑟は左側の端子〇と右側の端子

〇の間で外力𝑓が作用し、右側の端子の速度𝑣 と左側の端子の座標𝑣 との変化が速度𝑣

となる。 
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図 3.6.5 ダンパーに外力が働くシステム概要 

 

Step1：減衰機能の機能モデルを設定する。 

ダンパーに外力が働き速度が変化するシステムについて、表 3.2.1 の機能要素の特性

係数より、図 3.6.6 に示すように減衰機能の機能モデルを設定する。今回は、機械系シ

ステムであるので、表 3.2.1 の減衰機能のダンパー：粘性係数𝑟を機能記号に付与する。

機能記号の入力に外力𝑓を付与し、出力に速度𝑣 を付与すると、図 3.6.6 のような減衰

機能の機能モデルとなる。 

 

 

 

 

 

 

図 3.6.6 減衰機能の機能モデル 

 

Step2：減衰機能のラグランシュ関数を設定する。 

運動エネルギーは、ダンパーの重心速度が 0 であるので、 

𝑇 0 (3.6.25) 

ポテンシャルエネルギーは、垂直方向の重力基準で変位が 0 であるので、 

𝑈＝0 (3.6.26) 

散逸エネルギーは、外力𝑓が与えられた時の速度が𝑣 であるので、 

𝐷
1
2

𝑟𝑣  (3.6.27) 

となる。 

外界からの外力𝑓によるエネルギーは 
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𝑊 𝑓･𝑥 (3.6.28) 

ここで、𝑥は変位とする。 

これらのエネルギー関数を用いて、ラグランジュ関数ℒは、 

ℒ 𝑇 𝑈 𝐷 𝑊 0－0
1
2

𝑟𝑣 －𝑓･𝑥
1
2

𝑟𝑣 －𝑓･𝑥 (3.6.29) 

となる。 

 

Step3：変分原理により減衰機能のラグランジュ方程式を導出する。 

外界から外力𝑓が印加されている場合の変分原理は、 

𝛿ℒ𝑑𝑡 𝛿
1
2

𝑟𝑣 －𝑓･𝑥 𝑑𝑡 0 (3.6.30) 

ラグランジュ方程式は 

𝜕
𝜕𝑣

1
2

𝑟𝑣 𝑓 0 (3.6.31) 

となり、 

𝑟𝑣 𝑓 (3.6.32) 

ニュートンの粘性流体の法則となる。 

 

Step4：減衰機能の基本機能を導出する。 

ラグランジュ方程式から導出したニュートンの粘性流体の法則において、粘性係数𝑟

の逆数1 𝑟⁄ を𝛽、外力𝑓を入力信号𝑀、速度𝑣 を出力特性𝑦とすると、 

𝑦 𝛽𝑀 (3.6.33) 

となり、品質工学で減衰機能の基本機能と言われているニュートンの粘性流体の法則を

導出できることが確認できる。 

機械系システムを例として、品質工学の基本機能として考えられているニュートンの

運動法則、フックの法則、流体の方程式が導出できることを述べ、機械系システムのニ

ュートンの運動法則、フックの法則、流体の方程式が、夫々、慣性機能、弾性機能、減

衰機能であることを述べた。以上により、本方法論によって、製品や技術の機能を構成

する 3 つの機能要素である慣性機能と弾性機能と減衰機能の定式化が出来ることを述

べた。 

 

3.7 まとめ 

 

品質工学の基本機能の数理的基礎付けによる定式化の全体構成を述べた。品質工学の

基本機能の数理的基礎付けによる定式化について、製品や技術の設計開発において技術
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者が利用しようと考えた物理・化学的な法則、エネルギーの入出力関係である基本機能

の定義を満足すること、様々な製品や技術に適用できる汎用性を満足すること、𝑦 𝛽𝑀

という基本機能の理想関数として定式化することという３つの要請を実現することを

目指し、Step1：製品や技術の機能モデルの設定［回路論］で、回路論に基づき製品や

技術の機能を表す機能モデルを設定し、Step2：機能モデルのラグランジュ関数を設定

［エネルギー描像］で、製品や技術の機能モデルのラグランジュ関数を設定し、Step3：

ラグランジュ方程式を導出［変分原理］で、機能モデルのラグランジュ関数から変分原

理でラグランジュ方程式を導出し、Step4：基本機能（理想関数）の導出で、ラグラン

ジュ方程式と製品や技術の機能の入力信号と出力特性との対応関係から基本機能の理

想関数𝑦 𝛽𝑀を導出できることを示した。本方法論によって、機械系システムを例と

して、慣性機能、弾性機能、減衰機能を定式化出来ることを述べた。 
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第 4 章 単一システムの基本機能の定式化 

 

4.1 はじめに 

 

前章において、様々な製品や技術の機能は慣性機能と弾性機能と減衰機能の３つの機

能要素の組み合わせで過不足なく表すことが可能で、夫々の機能要素である慣性機能、

弾性機能、減衰機能について基本機能の定式化が出来ることを確認した。ここでは、単

一システムの基本機能の定式化と事例研究を述べる。単一システムは一つの技術分野の

慣性機能、弾性機能、減衰機能の組合せで構成される製品や技術である。そして、単一

システムの事例研究として、スピーカーコーンシステムを取り上げ、基本機能が導出で

きることを確認する。 

 

4.2 単一システムの基本機能の導出 

 

本方法論では、製品や技術の機能は 3 つの機能要素である慣性機能と弾性機能と減衰

機能で過不足なく構成されるとしている。そこで、単一システムの基本機能の定式化と

事例研究を述べる。単一システムは一つの技術分野の慣性機能、弾性機能、減衰機能の

組合せで構成される製品や技術である。 

 

Step1：単一システムの機能モデルを設定する。 

表 3.2.1 の機能要素の特性係数より、図 4.2.1 に示すように単一システムの機能モデ

ルを設定する。表 3.2.1 の慣性機能𝑀、減衰機能𝛬、弾性機能𝛫を夫々の機能記号に付与

する。そして、慣性機能、減衰機能、弾性機能を接続して単一システムを構成する。単

一システムの入力に外力𝑓を付与し、出力に座標𝑥、速度𝑥を付与すると、図 4.2.1 のよ

うな単一システムの機能モデルとなる。回路論によれば、素子の接続方式が直列と並列

で同等であることが判っているので、本論文では慣性機能、減衰機能、弾性機能の接続

は直列接続で統一する。 
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図 4.2.1 単一システムの機能モデル 
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Step2：単一システムのラグランシュ関数を設定する。 

運動エネルギーは、慣性質量𝑀が速度𝑣 𝑥であるので、 

𝑇
1
2

𝑀𝑣  (4.2.1) 

ポテンシャルエネルギーは、垂直方向の重力基準で変位が 0 であるので、 

𝑈＝
1
2

𝐾𝑥  (4.2.2) 

次に、散逸エネルギーは、 

𝐷
1
2

𝛬𝑣  (4.2.3) 

となる。  

外界からの外力𝑓によるエネルギーは、 

𝑊 𝑓･𝑥 (4.2.4) 

ここで、𝑥は変位とする。 

これらのエネルギー関数を用いて、ラグランジュ関数ℒは、 

ℒ 𝑇 𝑈 𝐷 𝑊
1
2

𝑀𝑣 －
1
2

𝐾𝑥
1
2

𝛬𝑣 －𝑓･𝑥 (4.2.5) 

となる。 

 

Step3：変分原理により単一システムのラグランジュ方程式を導出する。 

外界から外力𝑓が印加されている場合の変分原理は、 

𝛿ℒ𝑑𝑡 𝛿
1
2

𝑀𝑣 －
1
2

𝐾𝑥
1
2

𝛬𝑣 －𝑓･𝑥 𝑑𝑡 0 (4.2.6) 

 

ラグランジュ方程式は 

𝑑
𝑑𝑡

𝜕
𝜕𝑣

1
2

𝑀𝑣
𝜕

𝜕𝑥
－

1
2

𝐾𝑥
𝜕

𝜕𝑣
1
2

𝛬𝑣 𝑓 (4.2.7) 

となり、 

𝑀𝑎 𝐾𝑥 𝛬𝑣 𝑓 (4.2.8) 

を得る。 

 

Step4：単一システムの基本機能を導出する。 

ここで、任意の状態を表す変数は直交展開できるので、状態を表す変数について、速

度𝑣 𝑡 は𝑞 𝑡 𝑞𝑒 、外力は𝑓 𝑡 𝑓𝑒 と直交展開してラグランジュ方程式(4.2.8)に

代入すると、 
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𝑖𝑤𝛭
1

𝑖𝑤
𝛫 𝛬 𝑞 𝑡 𝑓 𝑡  (4.2.9) 

となり、(4.2.9)を変形すると、 

𝑞 𝑡 ≡ 𝑓 𝑡 𝑖𝑤𝛭
1

𝑖𝑤
𝛫 𝛬  (4.2.10) 

ここで、 

𝑀 ≡ 𝑓 𝑡  (4.2.11) 

を入力信号、 

𝑦 ≡ 𝑞 𝑡  (4.2.12) 

を出力特性、 

𝛽 ≡ 1/ 𝑖𝑤𝛭
1

𝑖𝑤
𝛫 𝛬  (4.2.13) 

とすると、 

𝑦 𝛽𝑀 (4.2.14) 

となり、単一システムの基本機能の理想関数の定式化が出来る。なお、本研究では、製

品や技術の基本機能を機能方程式とも呼ぶこととする。 

 

4.3 事例研究：スピーカーコーンシステムの基本機能の導出 

 

単一システムの事例研究として、スピーカーコーンシステムの基本機能を導出する。

スピーカーコーンシステムは、加振力により振動するスピーカーコーンを想定している。

図 4.3.1 にスピーカーコーンシステムを図解する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.3.1 スピーカーコーンの概略図 

 

ここで、𝑚はスピーカーコーンの可動部分を構成するボイスコイルとスピーカーコー

ンとの等価質量であり、𝑘はスピーカーコーンの可動部分を構成するコーンエッジの等
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価バネ定数であり、𝑟はスピーカーコーンの可動部分を構成するコーンの機械抵抗の等

価粘性抵抗であり、𝑓はスピーカーコーンの可動部分を構成するボイスコイルに加えら

れた加振力であり、𝑥はスピーカーコーンを構成する振動板・コーンの座標、変位であ

る。以上より、スピーカーコーンシステムの機械回路モデルは図 4.3.2 のようになる[34]。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.3.2 スピーカーコーンの機械回路モデル 

 

Step1：スピーカーコーンシステムの機能モデルを設定する。 

スピーカーコーンシステムは、図 4.3.2 から慣性機能と弾性機能と減衰機能で構成さ

れるシステムとして、図 4.2.1 に準じて、図 4.3.3 に示すようにスピーカーコーンシス

テムの機能モデルを設定する。表 3.2.1 の等価質量𝑚、等価粘性抵抗𝑟、等価バネ定数𝑘

を夫々の機能記号に付与する。そして、等価質量𝑚、等価粘性抵抗𝑟、等価バネ定数𝑘を

接続して単一システムを構成する。単一システムの入力に加振力𝑓を付与し、出力に振

動板・コーンの座標、変位𝑥を付与すると、図 4.3.3 のような単一システムの機能モデ

ルとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.3.3 スピーカーコーンの機能モデル 

 

Step2：スピーカーコーンシステムのラグランシュ関数を設定する。 

スピーカーコーンシステムのエネルギーは、加振力𝑓で外部から注入され、スピーカ
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ーコーンの可動部分の等価質量𝑚の運動エネルギーと、等価バネ定数𝑘の弾性エネルギ

ーとなり、等価粘性抵抗𝑟の散逸エネルギーとして散逸する。 

スピーカーコーンの等価質量𝑚の運動エネルギーは、質量𝑚が速度𝑣であるので、 

𝑇
1
2

𝑚𝑣  (4.3.1) 

ポテンシャルエネルギーは垂直方向の重力基準で変位が 0 の為、等価バネ定数𝑘の弾性

エネルギーのみと考えられるので、 

𝑈＝
1
2

𝑘𝑥  (4.3.2) 

等価粘性抵抗𝑟の散逸エネルギーは、 

𝐷
1
2

𝑟𝑣  (4.3.3) 

となる。 

スピーカーコーンシステムの加振力𝑓によるエネルギーは 

𝑊 𝑓･𝑥 (4.3.4) 

これらのエネルギー関数を用いて、ラグランジュ関数ℒは、 

ℒ 𝑇 𝑈 𝐷 𝑊
1
2

𝑚𝑣 －
1
2

𝑘𝑥
1
2

𝑟𝑣 －𝑓･𝑥 (4.3.5) 

となる。 

 

Step3：変分原理によりスピーカーコーンシステムのラグランジュ方程式を導出する。 

外界からの加振力𝑓が印加されている場合の変分原理は、 

𝛿ℒ𝑑𝑡 𝛿
1
2

𝑚𝑣 －
1
2

𝑘𝑥
1
2

𝑟𝑣 －𝑓･𝑥 𝑑𝑡 0 (4.3.6) 

ラグランジュ方程式は 

𝑑
𝑑𝑡

𝜕
𝜕𝑣

1
2

𝑚𝑣
𝜕

𝜕𝑥
－

1
2

𝑘𝑥
𝜕

𝜕𝑣
1
2

𝑟𝑣 𝑓 (4.3.7) 

となり、 

𝑚𝑎 𝑘𝑥 𝑟𝑣 𝑓 (4.3.8) 

で、1 次元振動子の運動方程式を導くことができる。 

 

Step4：スピーカーコーンシステムの基本機能を導出する。 

ここで、任意の状態を表す変数は直交展開できるので、状態を表す変数について、変

位は𝑥 𝑡 𝑥𝑒 、外力は𝑓 𝑡 𝑓𝑒 と直交展開してラグランジュ方程式(4.3.8)に代入

すると、 
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𝑤 𝑚 𝑘 𝑖𝑤𝑟 𝑥 𝑡 𝑓 𝑡  (4.3.9) 

となり、変形すると、 

𝑥 𝑡 ＝
𝑓 𝑡

𝑤 𝑚 𝑘 𝑖𝑤𝑟
 (4.3.10) 

1 次元振動子の運動方程式の加振力𝑓を入力信号𝑀、変位𝑥を出力特性𝑦とし、 

ここで、 

𝑀 ≡ 𝑓 𝑡  (4.3.11) 

を入力信号、 

𝑦 ≡ 𝑥 𝑡  (4.3.12) 

を出力特性、 

𝛽 ≡
1

𝑤 𝑚 𝑘 𝑖𝑤𝑟
 (4.3.13) 

とすると、 

𝑦 𝛽𝑀 (4.3.14) 

となりスピーカーコーンシステムの基本機能を得ることができる。 

なお、出力特性を速度𝑣 𝑡 ＝𝑥 𝑡 として、 

𝑖𝑤𝑚
1

𝑖𝑤
𝑘 𝑟 𝑣 𝑡 𝑓 𝑡  (4.3.15) 

となり、変形すると、 

𝑣 𝑡 ≡ 𝑓 𝑡 𝑖𝑤𝑚
1

𝑖𝑤
𝑘 𝑟  (4.3.16) 

ここで、 

𝑀 ≡ 𝑓 𝑡  (4.3.17) 

を入力信号、 

𝑦 ≡ 𝑣 𝑡  (4.3.18) 

を出力特性、 

𝛽 ≡ 1/ 𝑖𝑤𝑚
1

𝑖𝑤
𝑘 𝑟  (4.3.19) 

とすると、 

𝑦 𝛽𝑀 (4.3.20) 

とすることも出来る。 

 

4.4 まとめ 

 

単一システムの基本機能の定式化と事例研究を述べた。様々な製品や技術の機能は慣

性機能と弾性機能と減衰機能の３つの機能要素の組み合わせで過不足なく表すことが
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可能で、単一システムは一つの技術分野の慣性機能、弾性機能、減衰機能の組合せで構

成される製品や技術である。そして、単一システムの事例研究として、スピーカーコー

ンシステムを取り上げ、基本機能が導出できることを確認した。 
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第 5 章 複合システムの基本機能の定式化 

 

5.1 はじめに 

 

現在の製品や技術は様々な分野の技術が組み合わされて製造されている。本方法論を

現在の製品や技術に適用可能とするには、様々な分野の技術で組み合わされているシス

テムの基本機能の定式化が可能であることを示す必要がある。 

そこで、複合システムの基本機能の定式化と事例研究と設計プロセスでの適用効果を

述べる。複合システムは複数の技術分野の単一システムの組合せで構成される製品や技

術である。ここでは、簡単に 3 つのサブシステムが直列に接続され、各サブシステムの

技術分野が異なるシステムを想定している。複合システムの事例研究として、音響シス

テム（スピーカーシステム）を取り上げ、基本機能が導出できることを確認する。更に、

本方法論を設計プロセスへ適用する事例研究として、音響システム（スピーカーシステ

ム）の設計プロセスを取り上げ、その適用効果を確認する。 

 

5.2 複合システムの基本機能の導出 

 

様々な分野の技術で構成された製品や技術である複合システムの基本機能を導出す

る。まず、3 つの異なる技術分野のサブシステムが直列に接続される複合システムにつ

いて基本機能を導出する。 

 

Step1：3 つの異なる技術分野のサブシステムが直列に接続される複合システムの機能

モデルを設定する。 

表 3.2.1 の機能要素の特性係数と表 3.2.2 の状態変数より、図 5.2.1 に示すように複

合システムの機能モデルを設定する。表 3.2.1 の慣性機能𝑀、減衰機能𝛬、弾性機能𝛫を

夫々の機能記号に付与する。そして、慣性機能、減衰機能、弾性機能を接続して１つの

サブシステムを構成する。更に、３つのサブシステムを直列に接続する。各サブシステ

ムの入力に外力𝑓、φを付与し、出力に座標𝑥、速度𝑥 𝑣を付与する。ここで、𝑓はシス

テム外部からの外力、または、当該のサブシステムの右側のサブシステムからの作用を

表し、𝜑は当該のサブシステムの左側のサブシステムからの作用を表す。添え字 1,2,3

はサブシステムを表す。以上より、図 5.2.1 のような複合システムの機能モデルとなる。 
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図 5.2.1 3 サブシステムの直列接続の複合システムの機能モデル 

 

Step2：複合システムのラグランシュ関数を設定する。 

複合システムを構成する各サブシステムの機能モデルを構成する慣性機能と弾性機

能と減衰機能のエネルギー関数でラグランジュ関数を設定する。複合システムのエネル

ギーは、外力𝑓で外部から注入され、各サブシステムにて、運動エネルギーとポテンシ

ャルエネルギーとなり、一部は散逸エネルギーとして散逸する。各サブシステム間は、

夫々の相互作用𝑓、𝜑で接続されている。 

サブシステム 1 の運動エネルギーは、 

𝑇
1
2

𝑀 𝑣  (5.2.1) 

ポテンシャルエネルギーは 

𝑈
1
2

𝐾 𝑥  (5.2.2) 

散逸エネルギーは、 

𝐷
1
2

𝛬 𝑣  (5.2.3) 

となる。 

外界からの外力𝑓 によるエネルギーは 

𝑊 𝑓 ･𝑥  (5.2.4) 

サブシステム 2 からの相互作用力𝜑 によるエネルギーは、 

𝜔 𝜑 ･𝑥  (5.2.5) 

これらのエネルギー関数を用いて、ラグランジュ関数ℒ を設定する。 

ℒ 𝑇 𝑈 𝐷 𝑊 𝜔
1
2

𝑀 𝑣 －
1
2

𝐾 𝑥
1
2

𝛬 𝑣 － 𝑓 ･𝑥 𝜑 ･𝑥  (5.2.6) 

同様に、サブシステム 2，3 のラグランジュ関数ℒ , ℒ は 
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ℒ 𝑇 𝑈 𝐷 𝑊 𝜔
1
2

𝑀 𝑣 －
1
2

𝐾 𝑥
1
2

𝛬 𝑣 － 𝑓 ･𝑥 𝜑 ･𝑥  (5.2.7) 

ℒ 𝑇 𝑈 𝐷 𝑊
1
2

𝑀 𝑣 －
1
2

𝐾 𝑥
1
2

𝛬 𝑣 －𝑓 ･𝑥  (5.2.8) 

となり、 
ℒ ℒ ℒ ℒ  (5.2.9) 

である。 

 

Step3：変分原理により複合システムのラグランジュ方程式を導出する。 

3 つのサブシステムで構成されている複合システムの変分原理は、 

𝛿ℒ𝑑𝑡 𝛿 ℒ ℒ ℒ 𝑑𝑡 0 (5.2.10) 

ラグランジュ方程式は 

𝑑
𝑑𝑡

𝜕
𝜕𝑣

1
2

𝑀 𝑣
𝜕

𝜕𝑥
－

1
2

𝐾 𝑥
𝜕

𝜕𝑣
1
2

𝛬 𝑣 𝑓 𝜑  

𝑑
𝑑𝑡

𝜕
𝜕𝑣

1
2

𝑀 𝑣
𝜕

𝜕𝑥
－

1
2

𝐾 𝑥
𝜕

𝜕𝑣
1
2

𝛬 𝑣 𝑓 𝜑  

𝑑
𝑑𝑡

𝜕
𝜕𝑣

1
2

𝑀 𝑣
𝜕

𝜕𝑥
－

1
2

𝐾 𝑥
𝜕

𝜕𝑣
1
2

𝛬 𝑣 𝑓 0 

(5.2.11) 

となり、整理すると、 

𝑀 𝑣 𝐾 𝑥 𝛬 𝑣 𝑓 𝜑  

𝑀 𝑣 𝐾 𝑥 𝛬 𝑣 𝑓 𝜑  

𝑀 𝑣 𝐾 𝑥 𝛬 𝑣 𝑓 0 

(5.2.12) 

となる。 

 

Step4：複合システムの基本機能を導出する。 

ここで、任意の状態を表す変数は直交展開できるので、状態を表す変数について、速

度は𝑣 𝑡 𝑣𝑒 、外力は𝑓 𝑡 𝑓𝑒 と直交展開してラグランジュ方程式(5.2.12)に代

入すると、 

𝑖𝑤𝑀
1

𝑖𝑤
𝐾 𝛬 𝑣 𝑖𝑤𝑀

1
𝑖𝑤

𝐾 𝛬 𝑣 𝑖𝑤𝑀
1

𝑖𝑤
𝐾 𝛬 𝑣

𝑓 𝜑 𝑓 𝜑 𝑓 0 

(5.2.13) 

ここで、相互結合係数を𝛼とし、2 種類の相互結合係数を考える。 

1 つ目は、変位・速度から外力への結合で 

𝑓 𝛼 , ･𝑣  (5.2.14) 

𝜑 𝛼 , ･𝑣  (5.2.15) 
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2 つ目は、変位・速度間、外力間の結合で、 

𝑣 𝛼 , ･𝑣  ,   𝑓 𝛼 , ･𝑓  (5.2.16) 

𝜑 𝛼 , ･𝑓  (5.2.17) 

である。ここで、𝑖 1,2である。 

議論を見やすくする為、状態変数：速度𝑣の係数を 

𝑍 ≡ 𝑖𝑤𝑀
1

𝑖𝑤
𝐾 𝛬  (5.2.18) 

𝑍 ≡ 𝑖𝑤𝑀
1

𝑖𝑤
𝐾 𝛬  (5.2.19) 

𝑍 ≡ 𝑖𝑤𝑀
1

𝑖𝑤
𝐾 𝛬  (5.2.20) 

と設定する。ここで、添え字 1,2,3 はサブシステムを表す。 

まず、1 つ目の変位・速度から外力への結合方式を議論する。図 5.2.1 の複合システ

ムの機能モデルにて、1 つ目の相互結合(5.2.14) (5.2.15) と状態変数：速度𝑣の係数

(5.2.18) (5.2.19) (5.2.20)を導入することで、図 5.2.2 のように複合システムの機能モデ

ルを書き直す。ここで、1 つ目の相互結合(5.2.14) (5.2.15)を黒実線→で表している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.2.2 1 つ目の相互結合での複合システムの直列接続の概略図 

 

𝑍, 𝛼, 𝜑を用いてラグランジュ方程式(5.2.13)を表すと、 

Z
1

α
Z

1
α

Z α
1

α
Z Z

1
α

α 𝑣 𝑓 0 (5.2.21) 

となり、変形すると、 

𝑣
１

Z
1

α Z
1

α Z α
1

α Z Z
1

α α
𝑓  (5.2.22) 

ここで、 
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𝑀 ≡ 𝑓  (5.2.23) 

を入力信号、 

𝑦 ≡ 𝑣  (5.2.24) 

を出力特性、 

𝛽 ≡
１

Z
1

α Z
1

α Z α
1

α Z Z
1

α α
 (5.2.25) 

とすると、 

𝑦 𝛽𝑀 (5.2.26) 

となる。 

次に、2 つ目の変位・速度間、外力間の結合方式を議論する。図 5.2.1 の複合システ

ムの機能モデルにて、２つ目の相互結合(5.2.16) (5.2.17) と状態変数：速度𝑣の係数

(5.2.18) (5.2.19) (5.2.20)を導入することで、図 5.2.3 のように複合システムの基本機能

を書き直す。ここで、２つ目の相互結合(5.2.16) (5.2.17)を黒実線→で表している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.2.3 2 つ目の相互結合での複合システムの直列接続の概略図 

 

𝑍, 𝛼, 𝜑を用いてラグランジュ方程式(5.2.13)を表すと、 

Z α α
1

α
Z α

1
α α

Z 𝑣 𝑓 0 (5.2.27) 

となり、変形すると、 

𝑣
１

Z α α
1

α Z α
1

α α Z
𝑓  (5.2.28) 

ここで、 

𝑀 ≡ 𝑓  (5.2.29) 

を入力信号、 
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𝑦 ≡ 𝑣  (5.2.30) 

を出力特性、 

𝛽 ≡
１

Z α α
1

α Z α
1

α α Z
 (5.2.31) 

とすると、 

𝑦 𝛽𝑀 (5.2.32) 

となる。 

 次に、1 つ目の変位・速度から外力への結合方式と、2 つ目の変位・速度間、外力間

の結合方式の組み合わせの場合を議論する。図 5.2.1 の複合システムの機能モデルに

て、サブシステム 1 とサブシステム 2 との間での 1 つ目の相互結合(5.2.14) (5.2.15)

と、サブシステム 2 とサブシステム 3 との間での２つ目の相互結合(5.2.16) (5.2.17) 

と、状態変数：速度𝑣の係数(5.2.18) (5.2.19) (5.2.20)を導入することで、図 5.2.4 のよ

うに複合システムの機能モデルを書き直す。ここで、1 つ目の相互結合(5.2.14) 

(5.2.15)と２つ目の相互結合(5.2.16) (5.2.17)を黒実線→で表している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.2.4 2 つの相互結合の組み合わせの複合システムの直列接続の概略図 

 

Z とZ は、変位・速度から外力への結合で 

𝑓 𝛼 , ･𝑣  (5.2.33) 

𝜑 𝛼 , ･𝑣  (5.2.34) 

Z とZ は、変位・速度間、外力間の結合で、 

𝑣 𝛼 , ･𝑣 , 𝑓 𝛼 , ･𝑓  (5.2.35) 

𝜑 𝛼 , ･𝑓  (5.2.36) 

である。 

議論を見やすくする為、状態変数：速度𝑣の係数を 
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𝑍 ≡ 𝑖𝑤𝑀
1

𝑖𝑤
𝐾 𝛬  (5.2.37) 

𝑍 ≡ 𝑖𝑤𝑀
1

𝑖𝑤
𝐾 𝛬  (5.2.38) 

𝑍 ≡ 𝑖𝑤𝑀
1

𝑖𝑤
𝐾 𝛬  (5.2.39) 

と設定する。ここで、添え字 1,2,3 はサブシステムを表す。 

𝑍, 𝛼, 𝜑を用いてラグランジュ方程式(5.2.13)を表すと、 

1
𝛼

𝑍
1

𝛼
𝑍 𝑍 𝛼

1
𝛼

𝑍
1

𝛼
𝛼 𝑣 𝑓 0 (5.2.40) 

となり、変形すると、 

𝑣
１

1
𝛼 𝑍

1
𝛼 𝑍 𝑍 𝛼

1
𝛼 𝑍

1
𝛼 𝛼

𝑓  (5.2.41) 

ここで、 

𝑀 ≡ 𝑓  (5.2.42) 

を入力信号、 

𝑦 ≡ 𝑣  (5.2.43) 

を出力特性、 

𝛽 ≡
１

1
𝛼 𝑍

1
𝛼 𝑍 𝑍 𝛼

1
𝛼 𝑍

1
𝛼 𝛼

 (5.2.44) 

とすると、 

𝑦 𝛽𝑀 (5.2.45) 

となる。 

 

5.3 事例研究：音響システム（スピーカーシステム）の基本機能の導出 

 

複合システムの事例研究として、音響システム（スピーカーシステム）の基本機能を

導出する。音響システム（スピーカーシステム）は、電気系サブシステムで加振力を発

生させ、加振力による機械系サブシステムのスピーカーコーンを振動させ、振動したス

ピーカーコーンで振動した空気を耳に伝達する音響系サブシステムを含むシステムを

想定している。ここでは、集音部である外耳までの振動空気の伝達を議論し、増幅部で

ある中耳、音受信と脳伝達信号への変換部の内耳は除外している。 
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図 5.3.1 音響システム（スピーカーシステム）の概略図 

 

ここで、音響系サブシステムにて、𝑈は振動空気の体積速度、𝑉は振動空気の移動体積、

𝑃は振動空気の圧力、𝜌は振動空気の等価密度、𝜅は振動空気の等価空気弾性、𝜆は振動空

気の等価空気抵抗であり、機械系サブシステムにて、𝑣はスピーカーコーンの振動速度、

𝑥はスピーカーコーンの振動変位、𝐹はスピーカーコーンの加振力、𝑚はスピーカーコー

ンの等価質量、𝑘はスピーカーコーンの等価バネ定数、𝑟はスピーカーコーンの等価機械

抵抗であり、電気系サブシステムにて、𝐼は駆動電流、𝑄は電荷、𝐸は駆動回路の起電力、

𝐿は駆動回路の等価コイル、𝐶は駆動回路の等価容量、𝑅は駆動回路の等価電気抵抗であ

る。 

 

Step1：音響システム（スピーカーシステム）全体の機能モデルを設定する。 

表 3.2.1 の機能要素の特性係数と表 3.2.2 の状態変数の考え方を基に、表 5.3.1 のよ

うに、電気系サブシステムと機械系サブシステムと音響系サブシステムで構成される音

響システム（スピーカーシステム）の特性係数と状態変数を整理する。 

表 5.3.1 の電気系サブシステムの慣性機能𝐿、減衰機能𝑅、弾性機能1 𝐶⁄ を夫々の機能

記号に付与する。そして、慣性機能、減衰機能、弾性機能を接続して電気系サブシステ

ムを構成する。機械系サブシステムの慣性機能𝑚、減衰機能𝑟、弾性機能𝑘を夫々の機能

記号に付与する。そして、慣性機能、減衰機能、弾性機能を接続して機械系サブシステ
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ムを構成する。音響系サブシステムの慣性機能1 𝜌⁄ 、減衰機能𝜆、弾性機能1 𝜅⁄ を夫々の

機能記号に付与する。そして、慣性機能、減衰機能、弾性機能を接続して音響系サブシ

ステムを構成する。そして、３つのサブシステムを直列に接続する。各サブシステムの

入力に外力𝑓、φを付与し、出力に座標𝑥、速度𝑥を付与する。ここで、𝑓はシステム外部

からの外力、または、当該のサブシステムの右側のサブシステムからの作用を表し、𝜑

は当該のサブシステムの左側のサブシステムからの作用を表す。添え字 1,2,3 はサブシ

ステムを表す。以上より、図 5.3.2 に示すように音響システム（スピーカーシステム）の

機能モデルを設定する。 
 

表 5.3.1 特性係数と状態変数 

機能 

要素 

特性係数 

 

一般化 

変数 

状態変数 

電気系 機械系 音響系 電気系 機械系 音響系 

慣性 

機能 
𝐿 𝑚 1/𝜌 ⼒ 𝐸 F 𝑃 

弾性 

機能 
1/𝐶 𝑘 1/𝜅 座標 𝑄 𝑥 𝑉 

減衰 

機能 
𝑅 𝑟 λ 速度 𝐼 𝑣 𝑈 

 

 

 

 

 

 

図 5.3.2 音響システム（スピーカーシステム）の機能モデル 

 

ここで、電気系サブシステムと機械系サブシステムの相互結合係数は𝐵𝐿で電流𝐼と加

振力𝐹との相互結合となり、機械系サブシステムと音響系サブシステムの相互結合係数

は𝑆で、外力𝐹と圧力𝑃、速度𝑣と体積速度𝑈の相互結合である。 

 

Step2：音響システム（スピーカーシステム）のラグランジュ関数を設定する。 

音響システム（スピーカーシステム）を構成する電気系、機械系、音響系の 3 サブシ

ステム毎で、サブシステムから見た時のサブシステムの外界とのエネルギー収支、サブ

システム内での運動エネルギーとポテンシャルエネルギーと散逸エネルギーの総和と
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して求める。表 5.3.1 の特性係数と状態変数を活用して、表 5.3.2 に示すように、3 つ

のサブシステム、すなわち、電気系、機械系、および音響系サブシステムのエネルギー

関数と機能要素を設定する。 

これらのエネルギー関数を用いて、ラグランジュ関数ℒ を設定する。 

 

ℒ ℒ ＋ℒ ＋ℒ  

ℒ
1
2

𝐿𝐼 －
1

2𝐶
𝑄

1
2

𝑅𝐼 － 𝐸 𝑒 𝑄 

ℒ
1
2

𝑚𝑣 －
1
2

𝑘𝑥
1
2

𝑟𝑣 － 𝐹 𝑓 𝑥 

ℒ
1

2𝜌
𝑈 －

1
2𝜅

𝑉
1
2

𝜆𝑈 －𝑃𝑉 

(5.3.1) 

 

表 5.3.2 電気系、機械系、音響系の各サブシステムエネルギー関数 

エネルギー 

エネルギー関数 

機能要素 
特性係数 

音響系 機械系 電気系 

運動 

エネルギー 

慣性 

機能 
1
2

𝛭𝑞  

等価 

空気 

密度 

1
2𝜌

𝑈  
等価 

質量 
1
2

𝑚𝑣  
等価 

コイル 
1
2

𝐿𝐼  

ポテンシャル 

エネルギー 

弾性 

機能 
1
2

𝛫𝑞  

等価 

空気 

弾性 

1
2𝜅

𝑉  

等価 

バネ 

定数 

1
2

𝑘𝑥  
等価 

容量 
1

2𝐶
𝑄  

散逸 

エネルギー 

減衰 

機能 
1
2

𝛬𝑞  

等価 

空気 

抵抗 

1
2

𝜆𝑈  

等価 

機械 

抵抗 

1
2
ｒ𝑣  

等価 

電気 

抵抗 

1
2

𝑅𝐼  

 

Step3：変分原理により音響システム（スピーカーシステム）のラグランジュ方程式を

導出する。 

電気系、機械系および音響系の 3 つのサブシステムからなる音響システム（スピーカ

ーシステム）の変分原理は、 

𝛿ℒ 𝑑𝑡 𝛿 ℒ ＋ℒ ＋ℒ 𝑑𝑡 0 (5.3.2) 

駆動電圧𝐸が外部から印加され、音響システム（スピーカーシステム）の電気系、機械

系、音響系サブシステム間の相互作用𝑒、𝐹、𝑓が存在する音響システム（スピーカーシ

ステム）のラグランジュ方程式を導出する。  
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𝑑
𝑑𝑡

𝜕𝑇
𝜕𝐼

𝜕 𝑈
𝜕𝑄

𝜕𝐷
𝜕𝐼

𝐸 𝑒
𝑑
𝑑𝑡

𝜕𝑇
𝜕𝑣

𝜕 𝑈
𝜕𝑥

𝜕𝐷
𝜕𝑣

𝐹 𝑓
𝑑
𝑑𝑡

𝜕𝑇
𝜕𝑈

𝜕 𝑈
𝜕𝑉

𝜕𝐷
𝜕𝑈

𝑃 0 (5.3.3) 

整理すると、 

𝐿𝐼
1
𝐶

𝑄 𝑅𝐼 𝑚𝑣 𝑘𝑥 𝑟𝑣
1
𝜌

𝑈
1
𝜅

𝑉 𝜆𝑈 𝐸 𝑒 𝐹 𝑓 𝑃 (5.3.4) 

となる。 

 

Step4：音響システム（スピーカーシステム）の基本機能を導出する。 

駆動電圧𝐸を入力信号、体積速度𝑈を出力特性とする。 ここで、任意の状態を表す変

数は直交展開できるので、状態を表す変数について、駆動電圧を𝐸 𝑡  𝐸e 、電流を

𝐼 𝑡  𝐼e 、速度を𝑣 𝑡  𝑣e 、圧力を𝑃 𝑡  𝑃e 、体積速度は𝑈 𝑡  𝑈e と

直交展開してラグランジュ方程式(5.3.4)に代入すると、 

 

𝑖𝑤𝐿𝐼
1

𝑖𝑤𝐶
𝐼 𝑅𝐼 𝑖𝑤𝑚𝑣

𝑘
𝑖𝑤

𝑣 𝑟𝑣
𝑖𝑤
𝜌

𝑈
1

𝑖𝑤𝜅
𝑈 𝜆𝑈 𝐸 𝑒 𝐹 𝑓 𝑃 (5.3.5) 

 

状態変数𝐼, 𝑣, 𝑒, 𝐹, 𝑓および𝑃を、電気系、機械系および音響系サブシステム間の相互結合

関係𝑒 𝐵𝑙𝑣、𝐹 𝐵𝑙𝐼および𝑓 𝑆𝑃、𝑈 𝑆𝑣を用いて除去する。体積速度𝑈と駆動電圧

𝐸とを結ぶ関係式は、 

 

𝑈 𝑡
𝐵𝑙𝑆

𝑖𝑤𝐿
1

𝑖𝑤𝐶 𝑅 𝑖𝑤𝑚
𝑘

𝑖𝑤 𝑟 𝐵𝑙 𝑖𝑤𝐿
1

𝑖𝑤𝐶 𝑅
𝑖𝑤
𝜌

1
𝑖𝑤𝜅 𝜆 𝑆

𝐸 𝑡  (5.3.6) 

 

したがって、音響システム（スピーカーシステム）のための基本機能が導出される。 

 

5.4 事例研究：音響システム（スピーカーシステム）での本方法論の設計プロ

セス適用と効果確認 

 

音響システム（スピーカーシステム）の設計プロセスに適用することで、本方法論の

有効性を実証することを述べる。 

実際の製品は異なる複数の技術や部品で構成されている。従って、従来の設計プロセ

スは、技術毎、部品毎に担当を決めて設計・開発を進め、まず、担当者が技術毎、部品

毎の個別の目標達成度と安定性を最適化し、適宜、担当者間で製品全体の目標達成度と

安定性について最適化を進めている。 

しかし、本方法論を活用することで、複数の技術や部品で構成されている製品全体を

モデル化、定式化することが出来るので、本方法論の設計プロセスは、製品を構成する

技術、部品の担当全員が、設計の上流段階から製品全体の目標達成度と安定性について

最適化を進めることが出来る。 
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ここでは、効果的かつ実用的な最適化法の一つである品質工学のパラメータ設計を用

いて、SN 比の最大条件である製品の最適な安定条件を計算することを議論する。 

音響システム（スピーカーシステム）について本方法論の設計プロセスを議論する。

本方法論を活用することで、複数の技術や部品で構成されている製品全体をモデル化、

定式化することが出来るので、本方法論の設計プロセスは、製品を構成する技術、部品

の担当全員が、上流段階から製品全体の目標達成度と安定性について最適化を進めるこ

とが出来る。そこで、品質工学のパラメータ設計を用いて、音響システム（スピーカー

システム）全体について SN 比の最大条件である製品の最適な安定条件を計算すること

を議論する。 

製品設計の上流段階における音響システム（スピーカーシステム）全体の機能の最適

化を模擬計算する為に、音響システム（スピーカーシステム）全体の基本機能を表す式

(5.3.6)を用いて、音響システム（スピーカーシステム）の各出力特性の 2 乗を 

 
|𝑈 𝑡 | |𝛽| |𝐸 𝑡 |  (5.4.1) 

とする。ここで、 

𝛽
𝐵𝑙𝑆

𝑖𝑤𝐿
1

𝑖𝑤𝐶 𝑅 𝑖𝑤𝑚
𝑘

𝑖𝑤 𝑟 𝐵𝑙 𝑖𝑤𝐿
1

𝑖𝑤𝐶 𝑅
𝑖𝑤
𝜌

1
𝑖𝑤𝜅 𝜆 𝑆

 (5.4.2) 

 

そして、音響システム（スピーカーシステム）全体の出力特性の 2 乗(5.4.1)と(5.4.2)を

使用して最適条件を計算する。ここで、音響システム（スピーカーシステム）全体は、

12 の設計パラメータを有し、出力特性は体積速度𝑈 𝑡 である。そこで、最適な安定条件

の計算、すなわち SN 比の最大条件について L27 直交表を用いて模擬計算する。パラ

メータ設計を利用することにより、音響システム（スピーカーシステム）全体の出力特

性の 2 乗に対して最適な安定条件を得ることができる。その結果を図 5.4.1 に示す。図

5.4.1 の要因効果図により、音響システム（スピーカーシステム）全体の出力特性であ

る体積速度の SN 比を最大にする設計パラメータの組み合わせを容易に確認すること

ができる。ここで、設計パラメータ𝜌、𝜆、𝑆、𝐵、𝑙、𝐿、𝐶、Ｒは SN 比に対して有意で

あることが分かる。 
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図 5.4.1 音響システム（スピーカーシステム）の要因効果図 

 
ここで、図 5.4.1 において、●記号は、SN 比を最大にするための最適条件を表す。 設

計パラメータ御因子の水準 1,2 および 3 は、それぞれ小、中および大と設定されてい

る。 

以上より、本方法論の設計プロセスを、音響システム（スピーカーシステム）全体の

最適化に適用すると、製品を構成する技術、部品の担当全員が、上流段階から製品全体

の目標達成度と安定性について最適化を進めることが出来ることが確認できた。 

次に、音響システム（スピーカーシステム）全体について従来の設計プロセスを議論

する。従来の設計プロセスは、技術毎、部品毎に担当を決めて、上流段階で設計解を考

案し、中流段階や下流段階で技術毎、部品毎に個別の目標達成度と安定性を最適化し、

適宜、担当者間で製品全体の目標達成度と安定性について最適化を進めている。そこで、

品質工学のパラメータ設計を用いて、音響システム（スピーカーシステム）全体を構成

する電気系サブシステム、機械系サブシステム、音響系サブシステムについて、個別に

SN 比の最大条件である各サブシステムの最適な安定条件を計算することを議論する。 

上流段階で設計解を考案し、製品設計の中流段階、または、下流段階における夫々の

サブシステムの設計解の最適化を模擬計算する為に、音響システム（スピーカーシステ

ム）全体を構成する電気系サブシステム、機械系サブシステム、音響系サブシステムの

基本機能を用いて夫々のサブシステムの最適条件を別個に計算する。本来であれば、

夫々のサブシステムについて、具体的な構造を表すより多くの設計パラメータについて

パラメータ設計を用いて最適条件を計算すべきところであるが、今回は、夫々のサブシ

ステムの基本機能について最適条件を計算することとする。電気系サブシステム、機械

系サブシステム、音響系サブシステムの基本機能は次のとおりである。 

𝐼 𝑡
1

𝑖𝑤𝐿
1

𝑖𝑤𝐶 𝑅
𝐸 𝑡 𝑒 𝑡  (5.4.3) 

𝑣 𝑡
1

𝑖𝑤𝑚 𝑘
𝑖𝑤 𝑟

𝐹 𝑡 𝑓 𝑡  (5.4.4) 

𝑈 𝑡
1

𝑖𝑤
𝜌

1
𝑖𝑤𝜅 𝜆

𝑃 𝑡  (5.4.5) 

(5.4.3)、(5.4.4)、(5.4.5)を用いて、3 つのサブシステムのそれぞれの出力特性の 2 乗は、 

|𝐼 𝑡 |
1

𝑖𝑤𝐿
1

𝑖𝑤𝐶 𝑅
𝐸 𝑡 𝑒 𝑡  (5.4.6) 

|𝑣 𝑡 |
1

𝑖𝑤𝑚 𝑘
𝑖𝑤 𝑟

𝐹 𝑡 𝑓 𝑡  (5.4.7) 
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|𝑈 𝑡 |
1

𝑖𝑤
𝜌

1
𝑖𝑤𝜅 𝜆

𝑃 𝑡  (5.4.8) 

電気系サブシステム、機械系サブシステム、音響系サブシステムの出力特性の２乗

(5.4.6)、(5.4.7)、(5.4.8)を用いて、夫々のサブシステムの最適な安定条件を計算する。

各サブシステムは、夫々に 3 つの設計パラメータを有するので、3 つのサブシステムは

合計して 9 つの設計パラメータを有する。各サブシステムの出力特性は、電流𝐼 𝑡 、速

度𝑣 𝑡 、体積速度𝑈 𝑡 である。これより、電気系サブシステム、機械系サブシステム、

音響系サブシステムの夫々で合計 3 つの L9 直交表を用いて、電気系サブシステム、機

械系サブシステム、音響系サブシステム夫々の SN 比が最大である 3 つの最適な安定条

件を模擬計算する。パラメータ設計を利用することにより、電気系サブシステム、機械

系サブシステム、音響系サブシステムの 2 乗について、夫々、サブシステム毎の部分最

適な安定条件を得ることが出来る。その結果を図 5.4.2 に示す。図 5.4.2 の各サブシス

テム毎の要因効果図によれば、それぞれの出力特性である電流𝐼 𝑡 、速度𝑣 𝑡 、体積速

度𝑈 𝑡 の SN 比を最大にする設計パラメータの組み合わせを容易に確認することがで

きる。電気系サブシステムの SN 比に対して設計パラメータ𝐿、𝑅が有意であり、機械系

サブシステムの SN 比に対して𝑚、λが有意であることが分かった。 

 

 

 

 

図 5.4.2 電気系、機械系、音響系の各サブシステム毎の要因効果図 

 

図 5.4.2 において、●記号は、SN 比を最大にするための最適条件を表す。 設計パラメ

ータ御因子の水準 1,2 および 3 は、それぞれ小、中および大と設定されている。 

以上より、従来の設計プロセスを音響システム（スピーカーシステム）全体の最適化

に適用すると、電気系サブシステム、機械系サブシステム、音響系サブシステム毎に担

当を決めて上流段階で設計解を考案し、中流段階や下流段階で電気系サブシステム、機

械系サブシステム、音響系サブシステム毎に個別の目標達成度と安定性を最適化するの

で、3 つのサブシステムの夫々の最適条件は、音響システム（スピーカーシステム）全

体の最適条件と異なっている。表 5.4.1 は音響システム（スピーカーシステム）全体の

最適な安定条件、表 5.4.2 は 3 つのサブシステム毎の最適な安定条件をまとめたもので
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あり、本方法論で決定された音響システム（スピーカーシステム）の全体最適な安定条

件は、従来の設計プロセスによって決定された 3 つのサブシステムの夫々の部分最適な

安定条件と異なっている。従来の設計プロセスでは、全体最適な安定条件を得るために

は、設計パラメータのさらなる調整が必要であるであることが確認できる。従って、本

方法論を設計プロセスに適用することで、上流段階から製品全体の目標達成度と安定性

について最適化を進めることが出来ることが確認できる。 

 

表 5.4.1 音響システム（スピーカーシステム）の最適な安定条件 

 音響システム（スピーカーシステム） 

設計 

パラメータ 
𝜌 𝜅 𝜆 𝑆 𝑚 𝑘 r 𝐵 𝑙 𝐿 𝐶 𝑅 

最適条件 2 
－ 

(3) 
1 1 

－ 

(3) 

－ 

(2) 

－ 

(2) 
3 3 1 1 3 

 

表 5.4.2 3 つのサブシステム毎の最適な安定条件 

 
音響系 

サブシステム 

 

機械系 

サブシステム 

 

電気系 

サブシステム 

設計 

パラメータ 
𝜌 𝜅 𝜆 𝑚 𝑘 r 𝐿 𝐶 𝑅 

最適条件 
－ 

(2) 

－ 

(2) 

－ 

(2) 
1 

－ 

(3) 
3 1 

－ 

(2) 
3 

 

表 5.4.1 および表 5.4.2 において、「 － 」は設計パラメータが有意でないことを示す。 

（）で囲まれた数字は、SN 比が最大となる設計パラメータの水準を示す。 

また、本方法論では、音響システム（スピーカーシステム）全体の最適な安定条件を

容易に算出することができる。つまり、L27 直交表を用いて音響システム（スピーカー

システム）の最大 SN 比条件を 1 回のみ計算して決定することが出来る。従来の設計プ

ロセスでは、音響システム（スピーカーシステム）全体を構成する 3 つのサブシステム

の夫々の最適な安定条件を計算する。つまり、L9 直交表を用いて各サブシステムの最

大 SN 比条件を 3 回計算して決定する。従って、両方の手順は 27 回の計算を必要とす

る。ここで、音響システム（スピーカーシステム）全体の計算にはサブシステムの相互

作用が含まれているため、最大 SN 比条件は音響システム（スピーカーシステム）の全

体最適な安定条件である。一方、3 つのサブシステムの計算にはサブシステムの相互作

用が含まれていないため、各サブシステムの最大 SN 比条件はサブシステム毎の部分的

な最適な安定条件に過ぎない。従って、音響システム（スピーカーシステム）全体の最
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適な安定条件を決定するために、3 つのサブシステム間の相互作用の影響を計算する必

要がある。その結果、実験やシミュレーションの工数が増加してしまう。 

従って、本方法論によれば、製品全体の最適な安定条件を、より少ない実験やシミュ

レーションの工数で容易に決定することができることも確認できる。 

 

5.5 まとめ 

 

通常の製品や技術は、様々な分野の技術が組み合わされている。そこで、本方法論で、

様々な分野の技術で構成された製品や技術である複合システムの基本機能を導出する

ことを述べた。まず、様々な技術分野が直列に接続された複合システムの基本機能を導

出した。その後、事例研究として、音響システム（スピーカーシステム）の基本機能が

導出できることと述べた。更に、本方法論を音響システム（スピーカーシステム）の設

計プロセスに適用することによる効果を示し本方法論の有効性を述べた。 

  



５１ 
 

第 6 章 階層システムの基本機能の定式化 

 

6.1 はじめに 

 

現在の製品や技術は様々な分野の技術が組み合わされて製造されていると同時に、規

模も大きくなり、機能が階層構造を有している。本方法論を現在の製品や技術に適用可

能とするには、様々な分野の技術で組み合わされていると同時に、機能が階層構造を有

しているシステムの基本機能の定式化が可能であることを示す必要がある。 

そこで、階層構造を持つ製品や技術を想定した階層システムの基本機能の定式化と事

例研究を述べる。階層システムは、複数の機能の階層構造で構成されるシステムである。

ここでは、簡単に１つのシステムが、２つのサブシステムと階層構造を構成するシステ

ムを想定している。研究事例としてスピーカーコーンの機械系サブシステムと加振力を

発生させる電気系サブシステムの 2 つのサブシステムを下位構造に有するスピーカー

コーンシステムについて基本機能が導出できることを述べる。そして、このような階層

システムの基本機能を設計プロセスに適用する時の有効性を議論する。 

 

6.2 階層システムの基本機能の導出 

 

階層構造を持つ製品や技術を想定した階層システムの基本機能を導出する。ここでは、

簡単に 1 つのシステムが 2 つのサブシステムに分解でき、これら２つのサブシステム

が直列に接続される階層システムと、これら 2 つのサブシステムが並列に接続される階

層システムについて基本機能を導出する。 

まず、１つのシステムが 2 つのサブシステムに分解でき、これら２つのサブシステム

が直列に接続される階層システムの基本機能を導出する。 

 

Step1：１つのシステムの下位構造としての 2 つのサブシステムが直列に接続される階

層システムの機能モデルを設定する。 

表 3.2.1 の機能要素の特性係数と表 3.2.2 の状態変数の考え方を基に、表 3.2.1 の慣

性機能𝑀、減衰機能𝛬、弾性機能𝛫を夫々の機能記号に付与する。そして、慣性機能、減

衰機能、弾性機能を接続して１つのサブシステムを構成する。更に、2 つのサブシステ

ムを直列に接続する。各サブシステムの入力に外力𝑓、φを付与し、出力に座標𝑥、速度

𝑥 𝑣を付与する。ここで、𝑓はシステム外部からの外力、または、当該のサブシステム

の右側のサブシステムからの作用を表し、𝜑は当該のサブシステムの左側のサブシステ

ムからの作用を表す。添え字 1,2 はサブシステムを表し、添え字 3 はサブシステム 1,2

を下位構造に有するシステムを表す。以上より、図 6.2.1 に示すように階層システムの
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機能モデルを設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.2.1 2 つのサブシステムが直列で接続される階層システムの機能モデル 

 

Step2：階層システムの下位構造の 2 つのサブシステムのラグランシュ関数を設定する。 

階層システムの下位構造である 2 つのサブシステムの機能モデルを構成する慣性機

能と弾性機能と減衰機能のエネルギー関数でラグランジュ関数を設定する。階層システ

ムのエネルギーは、外力𝑓で外部から注入され、各サブシステムにて、運動エネルギー

とポテンシャルエネルギーとなり、一部は散逸エネルギーとして散逸する。各サブシス

テム間は、夫々の相互作用𝑓、𝜑で接続されている。 

サブシステム 1 の運動エネルギーは、 

𝑇
1
2

𝑀 𝑣  (6.2.1) 

ポテンシャルエネルギーは 

𝑈
1
2

𝐾 𝑥  (6.2.2) 

散逸エネルギーは、 

𝐷
1
2

𝛬 𝑣  (6.2.3) 

となる。 
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外界からの外力𝑓 によるエネルギーは 

𝑊 𝑓 ･𝑥  (6.2.4) 

サブシステム 2 からの相互作用力𝜑 によるエネルギーは、 

𝜔 𝜑 ･𝑥  (6.2.5) 

これらのエネルギー関数を用いて、ラグランジュ関数ℒ を設定する。 

ℒ 𝑇 𝑈 𝐷 𝑊 𝜔
1
2

𝑀 𝑣 －
1
2

𝐾 𝑥
1
2

𝛬 𝑣 － 𝑓 ･𝑥 𝜑 ･𝑥  (6.2.6) 

同様に、サブシステム 2 のラグランジュ関数ℒ は 

ℒ 𝑇 𝑈 𝐷 𝑊 𝜔
1
2

𝑀 𝑣 －
1
2

𝐾 𝑥
1
2

𝛬 𝑣 － 𝑓 ･𝑥 𝜑 ･𝑥  (6.2.7) 

となり、 
ℒ ℒ ℒ  (6.2.8) 

である。 

 

Step3：変分原理により階層システムの下位構造の 2 つのサブシステムのラグランジュ

方程式を導出する。 

下位構造の 2 つのサブシステムの変分原理は、 

𝛿ℒ𝑑𝑡 𝛿 ℒ ℒ 𝑑𝑡 0 (6.2.9) 

ラグランジュ方程式は 

𝑑
𝑑𝑡

𝜕
𝜕𝑣

1
2

𝑀 𝑣
𝜕

𝜕𝑥
－

1
2

𝐾 𝑥
𝜕

𝜕𝑣
1
2

𝛬 𝑣 𝑓 𝜑

𝑑
𝑑𝑡

𝜕
𝜕𝑣

1
2

𝑀 𝑣
𝜕

𝜕𝑥
－

1
2

𝐾 𝑥
𝜕

𝜕𝑣
1
2

𝛬 𝑣 𝑓 0 

(6.2.10) 

となり、整理すると、 

𝑀 𝑣 𝐾 𝑥 𝛬 𝑣 𝑓 𝜑 𝑀 𝑣 𝐾 𝑥 𝛬 𝑣 𝑓 0 (6.2.11) 

となる。 

 

Step4：階層システムの基本機能を導出する。 

ここで、任意の状態を表す変数は直交展開できるので、状態を表す変数について、速

度は𝑣 𝑡 𝑣𝑒 、外力は𝑓 𝑡 𝑓𝑒 と直交展開してラグランジュ方程式(6.2.11)に代

入すると、 

𝑖𝑤𝑀
1

𝑖𝑤
𝐾 𝛬 𝑣 𝑖𝑤𝑀

1
𝑖𝑤

𝐾 𝛬 𝑣 𝑓 𝜑 𝑓 0 (6.2.12) 
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ここで、相互結合係数を𝛼とし、2 つの相互結合係数を考える。 

1 つ目は、変位・速度から外力への結合で 

𝑓 𝛼 , ･𝑣  (6.2.13) 

𝜑 𝛼 , ･𝑣  (6.2.14) 

2 つ目は、変位・速度間、外力間の結合で、 

𝑣 𝛼 , ･𝑣  ,   𝑓 𝛼 , ･𝑓  (6.2.15) 

𝜑 𝛼 , ･𝑓  (6.2.16) 

である。ここで、𝑖 1である。 

議論を見やすくする為、状態変数：速度𝑣の係数を 

𝑍 ≡ 𝑖𝑤𝑀
1

𝑖𝑤
𝐾 𝛬  (6.2.17) 

𝑍 ≡ 𝑖𝑤𝑀
1

𝑖𝑤
𝐾 𝛬  (6.2.18) 

と設定する。ここで、添え字 1,2 はサブシステムを表す。 

まず、1 つ目の変位・速度から外力への結合方式を議論する。図 6.2.1 の階層システ

ムの機能モデルにて、1 つ目の相互結合(6.2.13) (6.2.14) と状態変数：速度𝑣の係数

(6.2.17) (6.2.18)を導入することで、図 6.2.2 のように階層システムの機能モデルを書き

直す。ここで、1 つ目の相互結合(6.2.13) (6.2.14)を黒実線→で表している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.2.2 下位構造の 2 つのサブシステムが直列接続している階層システム 
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𝑍, 𝛼, 𝜑を用いてラグランジュ方程式(6.2.12)を表すと、 

Z
1

α
Z α 𝑣 𝑓 0 (6.2.19) 

となり、変形すると、 

𝑣
１

Z
1

α Z α
𝑓  (6.2.20) 

ここで、 

𝑍 ≡ Z
1

α
Z α  (6.2.21) 

また、 

𝑀 ≡ 𝑓 𝑓  (6.2.22) 

を入力信号、 

𝑦 ≡ 𝑣 𝑣  (6.2.23) 

を出力特性、 

𝛽 ≡
１
𝑍

 (6.2.24) 

とすると、 

𝑦 𝛽𝑀 (6.2.25) 

となり、𝛽が下位構造のサブシステム 1 とサブシステム 2 で構成されたシステム 3 の基

本機能として構成出来る。 

次に、2 つ目の変位・速度間、外力間の結合方式を議論する。図 6.2.1 の階層システ

ムの機能モデルにて、２つ目の相互結合(6.2.15) (6.2.16) と状態変数：速度𝑣の係数

(6.2.17) (6.2.18)を導入することで、図 6.2.3 のように階層システムの機能モデルを書き

直す。ここで、２つ目の相互結合(6.2.15) (6.2.16)を黒実線→で表している。 

𝑍, 𝛼, 𝜑を用いてラグランジュ方程式(6.2.12)を表すと、 

𝑍 𝛼
1

𝛼
𝑍 𝑣 𝑓 0 (6.2.26) 

となり、 

𝑣
１

Z α
1

α Z
𝑓 (6.2.27) 

ここで、 

𝑍 ≡ Z α
1

α
Z  (6.2.28) 
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また、 

𝑀 ≡ 𝑓 𝑓  (6.2.29) 

を入力信号、 

𝑦 ≡ 𝑣 𝑣  (6.2.30) 

を出力特性、 

𝛽 ≡
１
𝑍

 (6.2.31) 

とすると、 

𝑦 𝛽𝑀 (6.2.32) 

となり、𝛽が下位構造のサブシステム 1 とサブシステム 2 で構成されたシステム 3 の

基本機能として構成出来る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.2.3 下位構造の 2 つのサブシステムが直列接続する階層システム 

 

次に、１つのシステムが 2 つのサブシステムに分解でき、これら２つのサブシステ

ムが並列に接続される階層システムの基本機能を導出する。 

 

Step1：１つのシステムの下位構造としての 2 つのサブシステムが並列に接続される階

層システムの機能モデルを設定する。 

表 3.2.1 の機能要素の特性係数と表 3.2.2 の状態変数の考え方を基に、表 3.2.1 の慣
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性機能𝑀、減衰機能𝛬、弾性機能𝛫を夫々の機能記号に付与する。そして、慣性機能、減

衰機能、弾性機能を接続して１つのサブシステムを構成する。更に、2 つのサブシステ

ムを並列に接続する。各サブシステムの入力に外力𝑓を付与し、出力に座標𝑥、速度𝑥

𝑣を付与する。ここで、𝑓はシステム外部からの外力、または、当該のサブシステムの右

側のサブシステムからの作用を表す。添え字 1,2 はサブシステムを表し、添え字 3 はサ

ブシステム 1,2 を下位構造に有するシステムを表す。以上より、図 6.2.4 に示すように

階層システムの機能モデルを設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.2.4 下位構造の 2 つのサブシステムが並列接続する階層システムの機能モデル 

 

Step2：階層システムの下位構造の 2 つのサブシステムのラグランシュ関数を設定する。 

階層システムの下位構造である 2 つのサブシステムの機能モデルを構成する慣性機

能と弾性機能と減衰機能のエネルギー関数でラグランジュ関数を設定する。階層システ

ムのエネルギーは、外力𝑓で外部から注入され、各サブシステムにて、運動エネルギー

とポテンシャルエネルギーとなり、一部は散逸エネルギーとして散逸する。 

サブシステム 1 の運動エネルギーは、 
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𝑇
1
2

𝑀 𝑣  (6.2.33) 

ポテンシャルエネルギーは 

𝑈
1
2

𝐾 𝑥  (6.2.34) 

散逸エネルギーは、 

𝐷
1
2

𝛬 𝑣  (6.2.35) 

となる。 

外界からの外力𝑓 によるエネルギーは 

𝑊 𝑓 ･𝑥  (6.2.36) 

これらのエネルギー関数を用いて、ラグランジュ関数ℒ を設定する。 

ℒ 𝑇 𝑈 𝐷 𝑊
1
2

𝑀 𝑣 －
1
2

𝐾 𝑥
1
2

𝛬 𝑣 －𝑓 ･𝑥  (6.2.37) 

同様に、サブシステム 2 のラグランジュ関数ℒ は 

ℒ 𝑇 𝑈 𝐷 𝑊
1
2

𝑀 𝑣 －
1
2

𝐾 𝑥
1
2

𝛬 𝑣 －𝑓 ･𝑥  (6.2.38) 

となり、 
ℒ ℒ ℒ  (6.2.39) 

である。 

 

Step3：変分原理により階層システムの下位構造の 2 つのサブシステムのラグランジュ

方程式を導出する。 

下位構造の 2 つのサブシステムの変分原理は、 

𝛿ℒ𝑑𝑡 𝛿 ℒ ℒ 𝑑𝑡 0 (6.2.40) 

ラグランジュ方程式は 

𝑑
𝑑𝑡

𝜕
𝜕𝑣

1
2

𝑀 𝑣
𝜕

𝜕𝑥
－

1
2

𝐾 𝑥
𝜕

𝜕𝑣
1
2

𝛬 𝑣 𝑓  

𝑑
𝑑𝑡

𝜕
𝜕𝑣

1
2

𝑀 𝑣
𝜕

𝜕𝑥
－

1
2

𝐾 𝑥
𝜕

𝜕𝑣
1
2

𝛬 𝑣 𝑓 0 

(6.2.41) 

となり、整理すると、 

𝑀 𝑣 𝐾 𝑥 𝛬 𝑣 𝑓 𝑀 𝑣 𝐾 𝑥 𝛬 𝑣 𝑓 0 (6.2.42) 

となる。 
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Step4：階層システムの基本機能を導出する。 

ここで、任意の状態を表す変数は直交展開できるので、状態を表す変数について、座

標・変位𝑥 𝑡 𝑥𝑒 、速度𝑣 𝑡 𝑣𝑒 、外力𝑓 𝑡 𝑓𝑒 を直交展開してラグランジ

ュ方程式(6.2.42)に代入すると、 

𝑖𝑤𝑀1
1

𝑖𝑤
𝐾1 𝛬1 𝑣1 𝑖𝑤𝑀2

1
𝑖𝑤

𝐾2 𝛬2 𝑣2 𝑓1 𝑓2 0 (6.2.43) 

議論を見やすくする為、状態変数：速度𝑣の係数を 

𝑍 ≡ 𝑖𝑤𝑀
1

𝑖𝑤
𝐾 𝛬  (6.2.44) 

𝑍 ≡ 𝑖𝑤𝑀
1

𝑖𝑤
𝐾 𝛬  (6.2.45) 

と設定する。ここで、添え字 1,2 はサブシステムを表す。 

図 6.2.4 の階層システムの機能モデルにて、状態変数：速度𝑣の係数(6.2.44) (6.2.45)

を導入することで、図 6.2.5 のように階層システムの機能モデルを書き直す。 

𝑍, 𝛼, 𝜑を用いてラグランジュ方程式(6.2.43)を表すと、 

Z 𝑣 Z 𝑣 𝑓 𝑓 0 (6.2.46) 

となり、ここで、出力特性が 𝑣 𝑣 𝑣  、入力特性が 𝑓 𝑓 𝑓  という関係

性があること、つまり、並列接続をしていることを考慮して変形すると、 

𝑣
１

Z Z
𝑓  (6.2.47) 

ここで、 

𝑍 ≡ Z Z  (6.2.48) 

また、 

𝑀 ≡ 𝑓  (6.2.49) 

を入力信号、 

𝑦 ≡ 𝑣  (6.2.50) 

を出力特性、 

𝛽 ≡
１
𝑍

 (6.2.55) 

とすると、 

𝑦 𝛽𝑀 (6.2.51) 

となり、上位システム３の𝛽が下位のサブシステム 2 とサブシステム 1 のエネルギーに関

する項の総和Z Z として表すことが出来る。また、上位システム 3 の入出力𝑓 , 𝑣 と

𝛽のみ基本機能を表すことが出来るので、下位サブシステムが不明な場合は、βを任意

として製品や技術の機能の議論を進めることが出来る。なお、ここで、並列するサブシ

ステムの相互作用は無いと考えている。 
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図 6.2.5 下位構造の 2 つのサブシステムが並列接続している階層システム 

 

6.3 事例研究：スピーカーコーンシステムの基本機能の導出 

 

階層システムの事例研究としてスピーカーコーンシステムの基本機能を導出する。階

層構造を有するスピーカーコーンシステムとは、電気系サブシステムで加振力を発生さ

せ、加振力による機械系サブシステムのスピーカーコーンを振動させるスピーカーコー

ンシステムを想定し、スピーカーコーンシステムが電気系サブシステムと機械系サブシ

ステムで構成される階層構造を有するシステムを想定している。 

ここで、機械系サブシステムにて、𝑣はスピーカーコーンの振動速度、𝑥はスピーカー

コーンの振動変位、𝐹はスピーカーコーンの加振力、𝑚はスピーカーコーンの等価質量、

𝑘はスピーカーコーンの等価バネ定数、𝑟はスピーカーコーンの等価機械抵抗であり。電

気系サブシステムにて、𝐼は駆動電流、𝑄は電荷、𝐸は駆動回路の起電力、𝐿は駆動回路の

等価コイル、𝐶は駆動回路の等価容量、𝑅は駆動回路の等価電気抵抗である。 

 

 



６１ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.3.1 スピーカーコーンシステムの階層構造図 

 

Step1：スピーカーコーンシステムの機能モデルを設定する。 

表 3.2.1 の機能要素の特性係数と表 3.2.2 の状態変数の考え方を基に、表 5.3.1 のよ

うに、電気系サブシステムと機械系サブシステムで構成されるスピーカーコーンシステ

ムの特性係数と状態変数を整理する。 

表 5.3.1 の電気系サブシステムの慣性機能𝐿、減衰機能𝑅、弾性機能1 𝐶⁄ を夫々の機能

記号に付与する。そして、慣性機能、減衰機能、弾性機能を接続して電気系サブシステ

ムを構成する。機械系サブシステムの慣性機能𝑚、減衰機能𝑟、弾性機能𝑘を夫々の機能

記号に付与する。そして、慣性機能、減衰機能、弾性機能を接続して機械系サブシステ

ムを構成する。そして、2 つのサブシステムを直列に接続する。電気系サブシステムの

入力に駆動電圧𝐸、機械系サブシステムの入力に加振力𝐹、機械系サブシステムから電

気系サブシステムへの作用𝑒を付与し、機械系サブシステムの出力に座標𝑥、速度𝑥 𝑣、

電気系サブシステムの出力に電荷𝑄、電流𝐼を付与する。機械系サブシステムと電気系サ

ブシステムを下位構造に有するシステムの入力に外力𝑓 を付与し、出力に座標𝑥 、速度

𝑥 𝑣 を付与する。以上より、図 6.3.2 に示すようにスピーカーコーンシステムの機能

モデルを設定する。 

𝑚 

𝑘 

𝑟 

𝐹 

𝑅 

𝐿 

𝐶 

𝐸 

𝑒 𝐼 

𝐵 

𝑙 

機械系 電気系 

スピーカーコーンシステム 
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図 6.3.2 スピーカーコーンシステムの機能モデル 

 

Step2：スピーカーコーンシステムの下位構造の電気系と機械系の 2 つのサブシステム

のラグランシュ関数を設定する。 

電気系と機械系の２つのサブシステムの機能モデルを構成する慣性機能と弾性機能

と減衰機能のエネルギー関数でラグランジュ関数を設定する。スピーカーコーンシステ

ムのエネルギーは、駆動電圧𝐸で外部から注入され、電気系と機械系の各サブシステム

にて、運動エネルギーとポテンシャルエネルギーとなり、一部は散逸エネルギーとして

散逸する。各サブシステム間は、夫々の相互作用𝑓、e で接続されている。 

電気系サブシステムの運動エネルギーは、 

𝑇
1
2

𝐿𝐼  (6.3.1) 

ポテンシャルエネルギーは 

𝑈 ＝
1

2𝐶
𝑄  (6.3.2) 

散逸エネルギーは、 
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𝑈
1
2

𝑅𝐼  (6.3.3) 

となる。 

外界からの外力𝐸によるエネルギーは 

W 𝐸･𝑄 (6.3.4) 

機械系サブシステムからの相互作用力𝑒によるエネルギーは、 

𝜔 𝑒･𝑄 (6.3.5) 

これらのエネルギー関数を用いて、ラグランジュ関数ℒ を設定する。 

ℒ 𝑇 𝑈 𝑈 W 𝜔
1
2

𝐿𝐼 －
1

2𝐶
𝑄

1
2

𝑅𝐼 － 𝐸･𝑄 𝑒･𝑄  (6.3.6) 

同様に、機械系サブシステムのラグランジュ関数ℒ は 

ℒ 𝑇 𝑈 𝑈 𝑊
1
2

𝑚𝑣 －
1
2

𝑘𝑥
1
2

𝑟𝑣 －𝐹･𝑥 (6.3.7) 

となり、 

ℒ ℒ ℒ  (6.3.8) 

である。 

 

Step3：変分原理により下位構造に電気系と機械系の 2 つのサブシステムを有するスピ

ーカーコーンシステムのラグランジュ方程式を導出する。 

下位構造に電気系と機械系の 2 つのサブシステムを有するスピーカーコーンシステ

ムの変分原理は、 

𝛿ℒ𝑑𝑡 𝛿 ℒ ℒ 𝑑𝑡 0 (6.3.9) 

ラグランジュ方程式は 

𝑑
𝑑𝑡

𝜕
𝜕𝐼

1
2

𝐿𝐼
𝜕

𝜕𝑄
－

1
2𝐶

𝑄
𝜕
𝜕𝐼

1
2

𝑅𝐼 𝐸 𝑒  

𝑑
𝑑𝑡

𝜕
𝜕𝑣

1
2

𝑚𝑣
𝜕

𝜕𝑥
－

1
2

𝑘𝑥
𝜕

𝜕𝑣
1
2

𝑟𝑣 𝐹 0 

(6.3.10) 

となり、整理すると、 

𝐿𝐼
1
𝐶

𝑄 𝑅𝐼 𝐸 𝑒 𝑚𝑣 𝑘𝑥 𝑟𝑣 𝐹 0 (6.3.11) 

となる。 

 

Step4：スピーカーコーンシステムの基本機能を導出する。 

ここで、任意の状態を表す変数は直交展開できるので、状態を表す変数について、電

流は𝐼 𝑡 𝐼𝑒 、速度は𝑣 𝑡 𝑣𝑒 、電荷は𝑄 𝑡 𝑄𝑒 、座標・変位は𝑥 𝑡 𝑥𝑒 、
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駆動電圧は𝐸 𝑡 𝐸𝑒 、加振力は𝐹 𝑡 𝐹𝑒 と直交展開してラグランジュ方程式

(6.3.11)に代入すると、 

𝑖𝑤𝐿
1

𝑖𝑤𝐶
𝑅 𝐼 𝑖𝑤𝑚

1
𝑖𝑤

𝑘 𝑟 𝑣 𝐸 𝑒 𝐹 0 (6.3.12) 

ここで、相互結合係数を𝛼 ≡ 𝐵𝑙とし、2 つの相互結合係数を考える。 

スピーカーコーンシステムでの相互結合係数は、変位・速度から外力への結合で 

𝐹 𝐵𝑙･𝐼 (6.3.13) 

𝑒 𝐵𝑙･𝑣 (6.3.14) 

である。 

議論を見やすくする為、状態変数：電流𝐼、速度𝑣の係数を 

𝑍 ≡ 𝑖𝑤𝐿
1

𝑖𝑤𝐶
𝑅 (6.3.15) 

𝑍 ≡ 𝑖𝑤𝑚
1

𝑖𝑤
𝑘 𝑟 (6.3.16) 

と設定する。ここで、添え字 1,2 はサブシステムを表す。 

図 6.3.2 の階層システムの機能モデルにて、状態変数：速度𝑣の係数(6.3.15) (6.3.16)

を導入することで、図 6.3.3 のように階層システムの機能モデルを書き直す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.3.3 下位構造の電気系と機械系の 2 つのサブシステムが直列接続しているスピー

カーコーンシステム 
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𝑍, 𝛼, 𝜑を用いてラグランジュ方程式(6.3.12)を表すと、 

𝑍
1

𝐵𝑙
𝑍 𝐵𝑙 𝑣 𝐸 0 (6.3.17) 

となり、 

𝑣
１

𝑍
1

𝐵𝑙 𝑍 𝐵𝑙
𝐸 (6.3.18) 

となり、ここで、 

𝑍 ≡ 𝑍𝑚
1
𝐵𝑙

𝑍𝑒 𝐵𝑙 (6.3.19) 

また、 

𝑀 ≡ 𝐸 𝑓3 (6.3.20) 

を入力信号、 

𝑦 ≡ 𝑣 𝑣  (6.3.21) 

を出力特性、 

𝛽 ≡
１
𝑍

 (6.3.22) 

とすると、 

𝑦 𝛽𝑀 (6.3.23) 

𝛽が電気系サブシステムと機械系サブシステムで構成されたスピーカーコーンシステム

の基本機能として構成出来る。そして、(6.3.23)からスピーカーコーンシステムの基本

機能が、スピーカーコーンシステムへの入力信号𝑓 𝐸と出力特性𝑣 𝑣と係数𝛽で表

すことができ、下位サブシステムの構造を考慮しなくてもスピーカーコーンシステムの

機能を議論することが可能であることが判る。 

 

6.4 階層システムでの本方法論の設計プロセス適用と効果 

 

複合サブシステムで構成される階層システムの設計プロセスへの適用により予測さ

れる効果を述べる。現在、２つ考えられる。 

1 つ目は、新規の製品設計や技術開発の場合である。製品や技術を構成する要素技術

が決まっておらず全てが検討段階であるので、本方法論を活用して全システムを任意の

階層のサブシステムの組み合わせとして構造化する案を自由に変更して考察・検討する

ことが可能となる。しかも、本方法論を活用することで製品や技術の基本機能の階層構

造を判り易く定式化しているので、目標達成度、安定性などの最適化を定量的に評価す

ることが可能となる。つまり、採用する要素技術のアイデアを自由に変更しながら新製

品や新技術の定量的な評価が可能となり、設計プロセスの上流段階で製品や技術の目標
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達成度や安定性を最適化することが出来る。 

2 つ目は、従来の製品設計や技術開発の機能改善などの場合である。機能改善するサ

ブシステムの目標達成度と安定性について、周辺のサブシステム群の仕様に合致するこ

とが要求される。サブシステムと全システムの双方の基本機能を定式化出来るので、サ

ブシステムと全システムの目標達成度、安定性などの最適化を定量的に評価することが

出来る。つまり、改善する機能を自由に変更しながら製品や技術の機能改善の定量的な

評価が可能となり、製品や技術の機能改善において、設計プロセスの上流段階で製品や

技術の目標達成度や安定性を最適化することが出来る。 

 

6.5 まとめ 

 

本方法論を活用して階層構造を持つ製品や技術を想定した階層システムの基本機能

を定式化出来ることを述べた。階層システムは、複数の機能が階層構造で構成されるシ

ステムである。ここでは、簡単に１つのブシステムが、２つのサブシステムと階層構造

を構成するシステムを想定して議論した。研究事例としてスピーカーコーンの機械系と

加振力を発生させる電気系を内在するスピーカーコーンシステムで基本機能が導出で

きることを述べた。そして、このような階層システムの基本機能を設計プロセスに適用

する時の有効性を述べた。 

また、製品や技術の階層構造や接続構造を記号化することで、複雑な構造を有する製

品や技術の基本機能を見通しよく計算できることが期待される。これにより基本機能の

定式化の手順をソフトウエアとしてコンピュータに実装して計算することが可能とな

り、例えば、既存の実験計画法などの最適化ソフトウエアを連携することで、コンピュ

ータを活用した効率的な設計を実現できることが期待される。 
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第 7 章 結論 

 

品質工学の基本機能を定式化する方法論を開発した。そして、本方法論を単一システ

ム、複合システム、階層システムに適用できることを確認し、実際の製品や技術に適用

できる方法論であることを示した。また、本方法論を設計プロセスに適用することで、

設計プロセスの上流で製品や技術の目標達成度、安定性などの最適化を可能とすること

でき、本法論が製品設計や技術開発に有効な方法論であることを示した。そして、新製

品の開発や一部機能の改善にも有効な方法論であることも示唆した。 

第 2 章では、代表的な設計方法論として、品質工学、公理的設計、体系的アプローチ、

一般設計学、1DCAE を取り上げて、それらの機能の特徴と課題を整理して課題設定を

行った。つまり、従来の代表的な設計方法論の機能の特徴を活かし、課題を解決し、製

品の性能、耐久性、および信頼性などを設計プロセスの上流段階で最適化し改善するこ

とを可能とするように、製品や技術の機能を数理的に基礎付けて合理的に定式化する方

法論を構築することを目指した。そこで、品質工学の基本機能の数理的な基礎付けを基

に、製品や技術の機能を定式化する方法論を構築することを目的とした。更に、先行研

究との比較により本研究の位置づけを述べた。 

第 3 章では、品質工学の基本機能の数理的基礎付けを基に、製品や技術の機能を定式

化する際に、製品や技術の設計開発において技術者が利用しようと考えた物理・化学的

な法則、エネルギーの入出力関係である基本機能の定義を満足すること、様々な製品や

技術に適用できる汎用性を満足すること、𝑦 𝛽𝑀という基本機能の理想関数として定

式化することという３つの要請を満足することを目指し、４つの Step で構成される方

法論を述べた。つまり、Step1：回路論の考え方を活用して製品や技術の機能をモデル

化し、Step2：製品や技術の機能モデルをエネルギーで表現したラグランジュ関数を設

定し、Step3：変分原理を活用してラグランジュ方程式を導出し、Step4：ラグランジュ

方程式を基本機能の表式へ変換するという方法論である。そして、製品や技術の機能は

3 つの機能要素である慣性機能と弾性機能と減衰機能で過不足なく構成されるとし、機

械系システムを例として、品質工学の基本機能として考えられているニュートンの運動

法則、フックの法則、流体の方程式が、本方法論で導出できることを述べた。 

第 4 章では、本方法論を活用して単一の技術分野で構成される単一システムの基本機

能を定式化できることを述べた。まず、慣性機能、弾性機能、減衰機能で構成される単

一システムの例として機械系システムの導出法を述べた。事例研究として、スピーカー

コーンシステムの基本機能が本方法論で導出できることを述べた。 

第 5 章では、本方法論を活用して様々な異なる技術で構成された製品や技術である複

合システムの基本機能を定式化できることを述べた。まず、様々な技術分野が直列に接

続された複合システムの基本機能を導出した。事例研究として、音響システム（スピー
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カーシステム）の基本機能が導出できることを述べた。更に、本方法論を音響システム

（スピーカーシステム）の設計プロセスに適用することによる効果を示し本方法論の有

効性を述べた。 

第 6 章では、本方法論を活用して階層構造を持つ製品や技術を想定した階層システム

の基本機能を定式化できることを述べた。まず、簡単に１つのブシステムが、２つのサ

ブシステムと階層構造を構成するシステムを想定して基本機能を導出した。事例研究と

してスピーカーコーンの機械系と加振力を発生させる電気系とを下位構造に有するス

ピーカーコーンシステムで基本機能が導出できることを述べた。そして、このような階

層システムの基本機能を設計プロセスに適用する時に期待される効果を述べた。 

以上より、本研究で提案した製品や技術の基本機能を定式化する方法論は、新製品や

新技術の基礎研究から開発設計、更には、既存製品や既存技術の機能追加や性能向上な

どにおいて、設計プロセスの上流段階で製品や技術の目標達成度や安定性を定量的に評

価することで最適化できることから、設計プロセスの上流段階における有効な設計方法

論と考えられる。また、製品や技術の階層構造や接続構造を記号化している。これによ

り、複雑な構造を有する製品や技術の基本機能を見通しよく計算できる。このことは、

今回の方法論による基本機能の定式化の手順をソフトウエアとしてコンピュータに実

装して計算することが可能となることを示しており、例えば、既存の実験計画法、数理

計画法などの最適化ソフトウエアと連携することで、コンピュータを活用した効率的な

設計を実現することができると考えられる。 

本研究をまとめるにあたり、本方法論と制御理論やシステム理論との関係性を考察し

てみる。 

本方法論では、品質工学の基本機能の定式化を構成するに辺り、回路論の考え方を採

用している。回路論を総合化、抽象化、数学化した体系がシステム理論と言える。シス

テム理論におけるシステムの分類法によると、本方法論の定式化は、状態変数間すべて

に重ね合わせの原理がなりたち、例えば、電気系システムにおける電気容量、インダク

タンス等の時間遅れや積分要素に相当する弾性機能、慣性機能を含み、状態変数が時間

の関数であり、有限個の状態変数に関する常微分方程式で記述され、但し、時間が陽に

入らない形で議論するので、線形・動的・連続時間・集中定数・定係数システムに関す

る議論をしていると考えられる。また、基本機能の理想関数の、𝑦 𝛽𝑀という表記から

1 入力 1 出力システムとも考えられる。なお、実際の応用に際しては、サブシステム𝑖の

基本機能の理想関数が𝑦 𝛽 𝑀 、𝑖 1～𝑛を下位構造で独立に配列されている上位シス

テムを構成することで、上位システムを𝑛入力𝑛出力と看做して議論することが可能で

ある。 

また、本方法論で求めた基本機能の理想関数𝑦 𝛽𝑀における比例係数𝛽は、制御理論

やシステム理論における伝達関数を想起することが出来る。 

また、品質工学の基本機能の定式化を構成するに辺り、変分原理を採用している。上
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述のように、本方法論の定式化は集中定数系システムに関する議論をしていると考えら

れる。集中定数系システムでは、いくつかの少数のパラメータで特徴付け、そのパラメ

ータの時間的変化に対する方程式を考える。その時、機械的に方程式を導出できる方法

がラグランジュ方程式として知られている。そして、システムのエネルギー（運動エネ

ルギーとポテンシャルエネルギー）をシステムの状態変数とその時間微分との関数：ラ

グランジュ関数で表して、変分原理からラグランジュ方程式を求めることが出来る。今

回は、システムのエネルギー以外にシステムへのエネルギー収支（外部からの仕事と散

逸エネルギー）を考慮しラグランジュ関数を拡張して変分原理からラグランジュ方程式

を導出している。 

本方法論は、品質工学の基本機能に対象を絞り定式化を行ったが、品質工学を広く概

観する。品質工学は設計パラメータの探索法として良く知られている。その中核をなす

のがパラメータ設計・ロバスト設計である。品質工学のパラメータ設計・ロバスト設計

によれば、入力信号𝑀に対して、さまざまなノイズ因子が介在した結果としての出力特

性𝑦のばらつきの度合い（SN 比の逆数）を最小に抑え、かつ、出力の平均値（感度）を

目標値に近づける為、制御因子（設計パラメータ）を探索する。従って、制御理論が、

フィードバック機能等を活用してリアルタイムで出力特性のばらつきを抑え込むこと

と比較して、品質工学のパラメータ設計は、設計パラメータの最適化により製品の構造

の中に、ばらつき制御機能を事前に埋め込んでしまう方法と看做すことができる[35]。 

以上、本方法論をまとめるにあたり制御理論やシステム理論や品質工学との関係性を

述べた。バラツキに晒されたシステムへの入・出力を研究するという視点で、制御理論

やシステム理論と品質工学とは同じと考えられる。今後、制御理論やシステム理論の考

え方や手法の活用について検討が必要と考えている。 

本方法論については、今後、様々な製品や技術に適用して有効性を確認するとともに

完成度を上げてゆく予定である。その過程の中で、基本機能の理想関数𝑦 𝛽𝑀におけ

る比例係数𝛽の詳細な議論、分析が必要になってくると考えている。 

その後の、本方法論の拡張として 2 つの方向性が考えられる。１つ目は、本方法論と

中流段階、下流段階での構造を表す設計パラメータとを連結する定式化と組み合わせて、

上流段階の機能から中流・下流段階の設計パラメータの最適化を一気通貫して効率化す

る方法論を構成していく方向性である。今後、この方向性については、調査、検討して

いく予定である。 

2 つ目は、今回の技術分野の範囲は、機械、電気などの自然法則をターゲットとして

いるが、現在の製品や技術の多くはソフトウエアが組み込まれている。今後、ソフトエ

ウア技術に適用できるか本方法論の拡張を検討する予定である。 
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